
 
米国科学技術・イノベーション動向報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

科学技術・イノベーション動向報告 
米国編 

 

 

 

 

 

 

 
2008 年 3 月 

独立行政法人 科学技術振興機構 
研究開発戦略センター 

 
 



 
米国科学技術・イノベーション動向報告 

 

 
 

― 目次 ― 
 
 

1. 近年の科学技術・イノベーション政策動向 .................................................................. 1 
1.1 競争力強化の流れ ................................................................................................... 1 
1.2 米国競争力法 .......................................................................................................... 4 
1.3 2008 年度予算教書 .................................................................................................. 7 
1.4 米国競争力イニシアティブ ..................................................................................... 8 

2. 科学技術・イノベーション政策の概要 ........................................................................10 
2.1 科学技術・イノベーション関連政策の特徴 ...........................................................10 
2.2 科学技術・イノベーション政策に係わる主要な組織 .............................................14 
2.3 研究開発予算 .........................................................................................................33 
2.4 重点分野戦略 .........................................................................................................45 
2.5 人材・大学関連政策 ...............................................................................................57 
2.6 地域イノベーション政策 ........................................................................................66 
2.7 主要な科学政策提言レポート.................................................................................74 

3. 一般データ...................................................................................................................80 
3.1 基礎データ .............................................................................................................80 
3.2 科学技術指標 .........................................................................................................83 
3.3 科学技術分野毎の米国大学＆研究所ランキング ....................................................93 
 

 
 

― 改訂履歴 ― 
 
 

ORG：2008 年 3 月 18 日

 新規作成 
 

 

 
 



 
米国科学技術・イノベーション動向報告 

 

1. 近年の科学技術・イノベーション政策動向 
 

本章ではまず現在までの米国の競争力強化の流れを記し、次に今年に発表された重要な

科学技術政策として米国競争力法（2007 年 8 月 9 日）および 2008 年度予算教書（2007
年 2 月 5 日）、また近年に発表された政策として米国競争力イニシアティブ（2006 年 1
月 31 日）を記す。 
 
1.1 競争力強化の流れ 
 

中国やインドの急成長、米国企業の海外移転、通信技術の発達などに起因する殆どの産

業分野での世界的競争の激化から、米国経済の競争力を強化する必要性、また競争力強化

のために米国経済の礎である科学技術力の強化の必要性が強く認識され出した。この潮流

の中で、連邦政府による科学技術力強化への介入に消極的なブッシュ政権とは対照的に、

産業界、民間団体、学会、議会が様々な競争力強化のための提案を行った。その中で特に

強い影響を与えた提案は、競争力評議会1が2004 年 12 月に発表した「イノベートアメリ

カ2（通称：パルミザーノレポート）」である。この提案が産学官での競争力強化を目的

とした議論を活発化させ、多くの議員の関心を呼び、両院の共和党および民主党の科学政

策関係議員からナショナルアカデミーズに対し、米国の競争力を強化するために連邦政府

が執るべき政策ならびに戦略についての検討の依頼がなされた。その結果、2005 年 10 月

に「強まる嵐を超えて3（通称：オーガスティンレポート）」が発行された。このレポー

トにより議会での議論は更に活発化し、科学技術政策を軽視していたブッシュ大統領の姿

勢を覆させ、2006 年 1 月 31 日の一般教書演説において大統領イニシアティブとして「米

国競争力イニシアティブ」を発表させるに至った。本イニシアティブはブッシュ政権の科

学技術政策としては評価に値するが、科学技術政策としては不足点もあり、この時期に多

くの議員が各々の考えを法案化しようと競争力強化に資する多数の法案を第 109 議会

（2006 年）に提出した。これらの法案は上院では 1 案、下院では 2 案に大きく纏められ

はしたものの、第 109 議会の期限内には法律化に至らなかった。 
 

引き続き第 110 議会（2007 年）において競争力強化に資する諸法案が審議され、

H.R.2272 法案 4を元に諸法案の付加（特にS.761 法案）がなされ、遂に修正がなされた

H.R.2272 法案が上下両院を通過し、2007 年 8 月 9 日のブッシュ大統領の署名を以って法

律（通称：The America COMPETES Act5）となった。第 110 議会では、Task Force on 

                                                 
1 Council on Competitiveness： 米国の競争力強化を目的として、産業界や学会などのリーダーによっ

て 1986 年に設立された非営利組織。 
2 21 世紀に米国が繁栄するためにはイノベーションの創出が必須であるとし、イノベーションに資する政

策提言を人材、投資、インフラの 3 カテゴリーに分けて報告している。 
3 競争力強化を目的とし、教育や政府・大学での研究開発活動に対して多くの提言がなされている。 
4 法案名はTo invest in innovation through research and development, and to improve the 
competitiveness of the United State 
5 正式名はThe America Creating Opportunities to Meaningfully Promote Excellence in Technology, 
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the Future of American Innovation6が 2006 年 11 月に発行した「Benchmarks of our 
Innovation Future II7」と、NCSL8が 2006 年 8 月に発行した「Transforming Higher 
Education: National Imperative – State Responsibility9」の 2 レポートが競争力法に関

する議論に影響を与えた。また、Gordon議員（民主党）が本法案の提案者であるが、共同

提案者は民主・共和両党から構成されている。 

                                                                                                                                               
Education and Science Act 
6 米国技術革新の未来のためのタスクフォース： Microsoft、IBM、Hewlett-Packard、Texas 
Instruments、米国数学協会、全米製造業者協会などの産業界や学会から構成されている政府への助言組

織である。 
7 過去 3 年間に多くのグループから出された 20 以上の報告書を総括し、研究開発、理系学生の奨励、理

系教育に関する検討の結論を示している。本報告書により米国のイノベーション評価基準が更新された。 
8 全米州議会会議（National Conference of State Legislatures）： 連邦議会および州議会の議員に調

査活動、技術支援、意見交換の機会を提供する、両党に中立な組織である。 
9 米国の競争力を維持するためにより多くの高校生が大学へ進学するべきであるとし、そのためには彼ら

の進学に対して資金援助を行う必要があると主張している他、数々の教育制度に対する政策提言を行っ

ている。 
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表 1-1 競争力強化に向けた米国議会の取り組みのイメージ 
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1.2 米国競争力法 
 
1.2.1  内容 

 
The America COMPETES Act（以下、米国競争力法と呼ぶ）は、世界経済における米

国の競争力強化のためにイノベーションや教育への投資を促進する内容となっており、実

質上は大統領が先に米国競争力イニシアティブで競争力の強化を実施しているものの、法

律としては画期的な科学技術法である。 
また、一般的に米国競争力法は米国競争力イニシアティブを法的にバックアップするた

めの法律であるとの解釈がなされているが、予算の記述に関する差異の他、米国競争力イ

ニシアティブよりも多くの構想が計画されている点など、必ずしも米国競争力イニシアテ

ィブを追随する内容ではない。 
以下に、米国競争力法の概要を示す。 

 
● 連邦政府の研究開発投資および質の向上 
・ 基礎研究への投資拡大 
・ NSF 予算、DOE 科学局予算、NIST 予算の増加 
・ DOCでのTIP10（技術イノベーション計画）の新設 
・ DOCが行っているMEP11（中小企業を対象とした技術開発支援事業）の予算倍増 
・ ハイリスク研究の促進 
・ サービス科学12への支援 
・ 研究プロポーザル評価基準の改善13 
 
● 理系教育の向上 
・ NSF の Noyce 教師奨学金プログラムへの予算拠出 
・ 理数系教師を対象とした各種支援プログラムへの予算拠出 
・ STEM（科学・技術・工学・数学）教育プログラムの強化 
・ AP／IBプログラムの達成（AP／IBプログラムとは、アドバンスト・プレースメント14

                                                 
10 Technology Innovation Program： 中小企業を対象とした資金助成事業である。基本的にはTIPの新

設に伴い廃止されるATP（Advanced Technology Program）と同様の事業であるが、ATPとの主な違い

は大企業を代表申請者として認めない点（ATPでは大企業が主要な助成先となっている点が問題視され

ていた）である。また、本事業を活用した大学発ベンチャーの創出が容易になった点、本事業に参加す

る外国籍企業は米国内で研究活動を実施する必要がある点もATPとの差異である。また、SBIR（Small 
Business Innovation Research）と趣旨が近い様に思われるが、SBIRとTIPの大きな違いは助成額の規

模であり、SBIRのフェーズⅠ（事業開始段階）グラントが 10 万ドル程度（同一の企業でも製品毎に複

数のSBIRグラントを受けられる）であるのに対し、TIPは 200～300 万ドル以上である。 
11 Manufacturing Extension Partnership： 主に中小企業を対象とした既存の技術開発支援事業 
12 コンピュータ科学、事業研究、産業工学、ビジネス戦略、経営科学、社会科学、法学を統合した新興

学問分野であり、組織が行う顧客および株主に対する価値の創出活動に関する新手法の構築を目的とし

ている。 
13 研究成果が及ぼす影響をより広域に評価するため。 
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および国際バカロレア資格15に対応できる数学、科学、ならびに重要外国語の教師を 7
万人増員し、APやIBの数学、科学、ならびに重要外国語の試験を受けて合格点を取る

中学生、高校生の数を年間 70 万人まで増やすことを目的とするプログラムである。） 
・ PSM16プログラムの拡張 
 
● エネルギー研究への支援 
・ DOE での ARPA-E（エネルギー高等研究計画局）の新設（2008 年度は 3 億ドルを出

資） 

・ 大学における原子力分野および炭化水素化学分野での才能開発プログラムの新設 
 

● 若手研究者への支援 
・ 若手研究者向けファンドの増加 
・ 大学と国立研究所の連携による卓越した科学者への支援 
 

● イノベーションの促進 
・ 国家科学技術サミットの開催 
・ イノベーションの阻害要因の調査 
・ 大統領イノベーション競争力評議会の設立 
 

● NSF・DOE科学局・NIST予算17 

 

2007 年度 2010 年度  

2007 年度予算法 米国競争力イニシアティブ 米国競争力法 

NSF 46 74 81

DOE科学局18, 35 46 58

NIST 5 6 9

（単位： 億ドル） 

                                                                                                                                               
14 Advanced Placement： 高校で大学レベルの授業を受けさせ、大学入学後に飛び級する制度。 
15 International Baccalaureate： スイスの財団法人・国際バカロレア機構の定める教育課程を修了す

ると得られる大学入学資格であり、個々の国独自の教育制度に依存せず、世界の著名な大学で認められ

ている。初等・中等・高等の教育課程それぞれについて一定の履修基準があり、課程修了時に修了試験

を受ける。英語、フランス語、スペイン語を公式教育言語として定めている他、生徒の母語の履修が必

修である。米国の大学への諸外国からの学生の流動を加速させるものと考えられている。 
16 Professional Science Master（専門科学修士）： 連邦政府と企業との連携で開発された学位であり、

特化した学術知識ではなく、複数の科学数学分野の専門知識およびビジネス知識を有し、企業にとって

有益な人材の育成を目的としている。 
17 法律で定められた予算は確実に認められる訳ではなく、歳出委員会の承認を得られなければ支出され

ない。他に優先すべき予算がある場合などは、法律で予算が規定されていても規定通りとはならない。 
18 DOE基礎研究予算をDOE科学局予算と想定している。また、DOE基礎研究予算は 2010 年度のみ記載

されている。 
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米国競争力法では、米国競争力イニシアティブよりも NSF、DOE 科学局、NIST へよ

り重点的に予算配分がなされる。しかし、法律で定められた予算は確実に認められる訳で

はなく、歳出委員会の承認を得られなければ支出されない。 
 
1.2.2  米国競争力イニシアティブとの比較 

 
 以下に、米国競争力イニシアティブと米国競争力法の主な違いを示す。 
 
・ 米国競争力法では NSF、DOE 基礎研究、NIST の研究開発予算に関して、2008 年度、

2009 年度、2010 年度に関する予算は明記されているものの、米国競争力イニシアテ

ィブにある予算倍増計画やその期間に関する記述は無い。 
・ 米国競争力イニシアティブでは ARPA-E の設立について言及されていないものの、米

国競争力法では設立が明言されている。 
・ 米国競争力法の方が、米国競争力イニシアティブよりも多くの計画を有しており、予

算規模も大きい。 
・ 米国競争力イニシアティブにある研究開発減税の恒久化、および移民政策の修正に関

しては、米国競争力法とは別に法制化を進めている。 
 
 
1.2.3  競争力法の施行状況 

 
2008 年度予算法は、米国競争力法で謳われている予算規模を大きく下回る内容と成った。 

特に ARPA-E は 2008 年度に 3 億ドルの予算が謳われていたにも関わらず、予算が付かな

かった。一方で NIST の TIP など、成功した部分もある。 
大統領科学顧問より、米国競争力法は非現実的な予算規模であるとの批判を競争力法成

立当初より受けていたため、当然の結果とも考えられ得る。 
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1.3 2008 年度予算教書 
 
1.3.1  内容 

 
2007 年 2 月 5 日に発表された予算教書における 2008 会計年度研究開発費の特徴は、昨

年度と同様に大統領米国競争力イニシアティブ19によるNSF、DOE科学局、NISTへの重

点的予算配分が第一に挙げられる。また、兵器開発予算および有人宇宙船開発予算が増加

傾向にある。他に興味深い特徴として、先進的エネルギーイニシアティブ20によるバイオ

燃料構想および核エネルギー研究への予算増加がある。 
 
詳細を述べると、まず大統領米国競争力イニシアティブについては方針通りと言える。

大統領米国競争力イニシアティブは 2008 年度で実施 2 年目となるが、方針では 2007 年度

からの 10 年間で NSF、DOE 科学局、NIST の予算を 2 倍にすることとなっている。その

ためには 1 年当たり平均して 3 機関の予算を 7%増加させる必要があるが、2008 年度の 3
機関の平均増加率は 7.2%であり、極めて方針と合致している。 

先進エネルギーイニシアティブのバイオ燃料構想による予算増加機関は DOE 科学局と

EERE（省エネルギー・再生エネルギー局）である。また、DOE の核エネルギー研究に対

しては 45%もの予算増加がなされた。バイオ燃料構想および核エネルギー研究への予算増

加は目新しい動向であるため、今後の動向に注目すべきである。 
 
全体として研究開発費は増加しているものの、軍事関連の開発費の増加による部分が大

きい。実際に、国防省の開発費が計上されない科学技術予算の伸びは 1%に過ぎない。更

に、軍事関連の研究開発費の中でも増加したのは開発費だけであり、基礎研究費は 9%の

減少、応用研究費は 18%の減少となっている。 
 
1.3.2  結果 

 
2008 年度予算法では、本予算教書で謳われている NSF、DOE 科学局、NIST、兵器開

発、および核エネルギー研究への重点的予算配分は為されなかった。特に核エネルギー研

究に関しては、1.60 億ドルの予算が付けられていた ITER（国際熱核融合実験炉計画）へ

の予算拠出は廃止となり、また 0.60 億ドルの予算が付けられていた ILC（国際リニアコラ

イダー計画）は 0.15 億ドルへと減額された。一方、宇宙船開発および国際宇宙ステーショ

ンには予定通りに予算が付いた。NSF、DOE 科学局、NIST への重点的予算配分に失敗し

た原因は、医学研究、エネルギー研究、環境研究の減額要求が通らなかったためである。 

                                                 
19 American Competitive Initiative: 一般教書演説で発表されたNSF、DOE科学局、DOC傘下のNIST
に対する基礎研究予算の倍増を含む、米国の競争力強化のための方針。 
20 Advanced Energy Initiative: 中東産石油に依存したエネルギー体制を改善するための、バイオマス、

ナノ技術、太陽光、燃料電池などの研究に基づいた次世代エネルギーへの転換方針。 
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1.4 米国競争力イニシアティブ 
 
1.4.1  内容 

 
米国競争力イニシアティブ21とは、米国の競争力の基盤は科学技術であるとの前提にた

ち、科学技術によるイノベーションを誘発するために、基礎研究の増強、人材の育成・獲

得、イノベーション環境の整備を目的として2006 年 1 月 31 日の一般教書演説において発

表された、10 年間に及ぶ中長期的な大統領イニシアティブである。成立過程については、

「1.1 競争力強化の流れ」を参照されたい。 
以下に米国競争力イニシアティブの概要を示す。 

 
● 連邦政府による研究開発投資の増大 
・ 2007 年度に 59 億ドル、その後 10 年間で 1,360 億ドルの研究開発への助成増 
・ NSF、DOE 科学局、NIST の自然科学・工学の基礎研究プログラムへの連邦予算を、

2007 年度からの 10 年間で倍増（10 年間に 500 億ドルの助成増） 
 
● 民間による研究開発投資の促進 
・ 研究開発の恒久的な税額減免により、2007 年度からの 10 年間で 860 億ドルを減税 
 
● 小中高校教育の強化 
・ 小中高校教育における科学・数学・工学教育の向上を目的とした 3 億 8000 万ドルの助

成 
・ AP／IB プログラムを目的とした 7 万人の教師の新たな養成、そして AP／IB プログ

ラムの低所得層への展開 
・ 非常勤の高校教師として、2007 年度からの 8 年間で 3 万人の科学・数学の専門家を採

用 
 
● 国家労働力の教育訓練 
・ 現行の 3 倍以上となる年間 80 万人への職業訓練を提供 
 
● 有能な人材の獲得 
・ 国土の安全を保障しつつ有能な人材を外国から獲得するための、入国管理システムの

改善 
 
● 持続的な成長を促進するための経済政策 
・ 減税や過剰な規制の撤廃等による、イノベーターや起業家に見返りのあるビジネス環

                                                 
21 American Competitive Initiative 
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境の創造 

・ 知的財産権の保護において世界をリードする効率的なシステムの構築支援 
 
1.4.2  イニシアティブの実施状況 

 
2007 年度予算法では、NSF、DOE 科学局、NIST の研究開発予算の年平均予算増加率

は 6.8％となり、米国競争力イニシアティブの目標値の年平均 7％増に若干満たなかったも

のの、概ね良好な予算を得ることが出来た。しかし、2008 年度予算法では、NSF の研究

開発予算が 1.1％増、DOE 科学局が 5.3％増、NIST が 4.7％増に留まった。更に、NSF
の予算増は NSF の教育プログラム予算による所が大きく、また NIST の予算増は内部プ

ログラムの予算減が外部プログラム（NIST が企業に拠出しているグラントなど）の予算

増に助けられた形である。よって、NSF、DOE 科学局、NIST 研究開発予算の 10 年間で

の倍増計画は、達成される可能性が低い。 
一方、教育の強化、成長を促進する経済政策（特にイノベーションの支援）、外国人人

材の獲得、民間による研究開発投資の促進などの法制化は、米国競争力法およびその他の

法で法制化が順調に進んでいる。 
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2. 科学技術・イノベーション政策の概要 

 
2.1 科学技術・イノベーション関連政策の特徴 
 
● 科学技術政策の変遷 
 

第二次世界大戦後の米国の科学技術政策は、5 期に区分できる。第 1 期は、第二次世界

大戦の終結から 1950 年代までであり、この時期にNSFの創設および退役軍人の大学にお

ける科学技術学習の促進に繋がったG.I.法案22によって、政府の科学技術基盤が構築され

た。第 2 期は、1950 年代の終わりから 1960 年代の終わりに掛けてであり、ソビエト連邦

のスプートニクを切欠として科学が国家の威信となった。この時期に宇宙開発競争が始ま

り、また科学が国家能力の一つとして認識され始めた。第 3 期は 1970 年代であり、環境

とエネルギーが科学技術における優先課題に躍り出た。そして、70 年代初めに環境保護庁

（EPA）が、70 年代の終わりにエネルギー省（DOE）が創設された。第 4 期は、1980 年

代から 1990 年代に掛けてであり、国家の競争力が重要課題となった。これは諸外国の経

済成長、特に日本の技術の成長によるものであり、科学技術が国家の競争力の源泉として

注目され出した。80 年代の終わりに世論のピークを迎えるが、90 年代までこの傾向は続

いた。この時期に、政府の研究開発は政府の研究開発課題の遂行のみならず、産業育成の

観点も有するとの概念が出現した。第 5 期は現在であり、この時期の特徴はエネルギー問

題の再来である。エネルギーに関する最初の科学技術政策は、2001 年に発表された「国家

エネルギー戦略」である。原油価格が上昇し続け、また油田地帯を有するイラク戦争が長

期化するなかで、エネルギーは現政権の重要な科学技術政策であり続けている。 
次期政権による今後の科学技術政策の主要課題は、「持続可能性」となる可能性が高い。

本課題にはエネルギー、環境問題、そして天然資源管理も含まれており、資源における米

国の安全保障の側面も有する。 
 
● 民主党と共和党の主な相違点 
 

1980 年代に国家の競争力は政府の科学技術政策の最重要課題となった。当時に発表され

た注目すべき調査結果としては、John Young氏（ヒューレットパッカード社・社長）が

率いた大統領産業競争力委員会の報告書（1985 年）が挙げられる。また、当時の競争力に

関する主要な問題点はナショナルアカデミーズ（NAS）の報告書「The Positive Sum 
Strategy」に記載されている。以降、競争力は国家的な関心事項であり続けているが、民

主党と共和党ではその取り組み方が大きく異なる。民主党は新技術の開発初期段階でのリ

スクを政府による研究開発、もしくは政府と企業との連携研究開発によって支援する傾向

                                                 
22 一般的にはG.I.法案と呼ばれるが、正式名称はServicemen's Readjustment Act of 1944 である。第二

次世界大戦からの退役軍人に対して、大学での学習機会を提供することを目的に制定された。他に、1 年
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がある。共和党は産業に関係のある研究開発への直接的な支援を大企業への援助と見なす

傾向がある一方で、規制緩和と税制優遇によるイノベーションの促進には積極的である。

現政権も競争力強化を科学技術政策の重点課題としており、特に自然科学に焦点を当てて

いる。現政権は自然科学研究の予算倍増を 7 年後までに達成するとしているが、この倍増

方針は前政権（クリントン政権）でもNIH予算倍増計画と同様に検討されていた方針であ

り、以前から検討されていた方針である。以下に、その他の両党の主な相違点を示す。 
 

・ 連邦議会のOTA23（技術評価局）に関し、民主党はその機能を評価していたものの、

共和党は環境、エネルギー、天然資源、競争力、兵器などの分野で有力政治家に有利

な科学的見解が示される傾向があるとの理由で、1990 年代にOTAを廃止した。 
・ DOC（商務省）のATP24に関し、共和党は非効率的であると判断し、2007 年成立の米

国競争力法においてそれを廃止したが、民主党はイノベーションにおいて重要な役割

を果たしていると考えている。 
・ DOE（エネルギー省）における民間への技術移転活動は、大学よりも技術移転能力に

劣ると言われており、技術移転を促進するためのプログラムを実施すべきであるとの

意見がる。この点に関し、共和党は技術自体が民間企業にとって魅力的であれば自然

に技術移転が進むとの考えから否定的であり、一方、民主党は積極的である。 
・ 環境規制とエネルギー規制に関して、共和党は規制実施の前提として科学的根拠を重

視しており、逆に民主党は科学的根拠の確立よりも規制が実施されることを重視して

いる。 
 
● 政治と科学の関係 
 

政治家が科学技術に不当に干渉し、科学技術に関わりのある社会問題に関する政治論議

が混乱する事態が生じている。多くの科学者が有するそれらの社会問題に対する科学的見

解は概ね同様のものだが、政治家による科学的見解の引用部分や解釈が、各政治家によっ

て異なるのである。以下は特に大きな混乱を招いている課題である。 
 

・ 気候変動： 現政権は、気候変動は政治的判断をする前により詳細な科学的調査を要

する課題であるとの立場をとっている。この立場は、気候変動は科学的に不明確な部

分が多いとする見解に即したものだが、既に危機的状況にあるとの見解が合理性を有

しているとの立場をとる者もおり、政治が二分されている。 
・ エネルギー効率および再生可能エネルギー： 気候変動対策技術や天然資源の使用に

関し、現政権は最近になってエネルギー効率や再生可能エネルギーといった課題に本

腰を入れ始めた。本取り組みへの遅延も、科学的見解が政治家の間で二分されていた

                                                                                                                                               
間の失業補償や住居の購入および起業のためのローンなども提供した。 
23 Office of Technology Assessment 
24 Advanced Technology Program：大きな技術的リスクのために企業自身では完全には資金負担できな

いプロジェクトに対する資金助成事業。 
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結果である。 

・ 幹細胞研究： 現政権は連邦政府による幹細胞研究に対して制限を加えているが、州

レベルでは各州が独自の判断に基づいて幹細胞研究を進めている。この例においても、

各政治家が異なる科学的見解を政治に用いている。 
 

この様に科学と政治の間に共通部分が生じた結果、政治家が連邦政府の科学アドバイザ

リー制度に自身の考えを吹き込む風潮が生まれ、大きな懸念事項となっている。歴史的に

見て、連邦政府の科学アドバイザリー委員会は高等な科学的専門性を有し、また課題の評

価を中立な立場で行える委員によって構成されてきた。しかし、最近は現政権の政策の実

行を支援する組織へとその性質を変えつつあるとの批判がある。 
 
● イヤーマーク予算 
 
 イヤーマーク予算とは、産業団体などの各種組織や州政府がロビー団体に投資してロビ

ー団体が連邦議員にロビー活動をする場合や、ロビー団体を介さず連邦議員に働きかける

場合があるが、それらを受けた議員が連邦議会で要求する予算がイヤーマーク予算である。

よって、大統領府の管理外の予算であり、現政権の科学技術方針を反映した予算ではない。 
 現政権としてはイヤーマーク予算を無くすべきとの方針を持っているが、科学者の間で

は本予算に関して賛否両論がある。主に本予算からの研究開発費を享受している科学者は、

そのファンディング手法の利便性を高く評価しており、科学研究へのファンディング体制

における政治的問題点であるとは考えていない。一方で、連邦議会で付けられた科学研究

に対するイヤーマーク予算は 2005 年付近まで年々増加し、その中でも大学に対する予算

は 20 億ドルを超えたにも関わらず、本予算によるグラントはメリットレビュー体制によ

る評価を受けておらず、レベルの低い研究活動に資金が浪費されている可能性があるとの

懸念がある。 
 
● 国土安全保障 
 

現政権下で最も注目を浴びている課題は、国土安全保障である。9.11 テロの結果として

国土安全保障省が新設され、国土安全保障能力を向上させるための研究開発プログラムが

実施されるに至った。同時に、米国の研究開発体制の変化、特に国際的な研究者コミュニ

ティーとの不調和が齎された。 
9.11 テロ以降、海外の研究者は科学会議への参加や共同研究のために米国を訪問するこ

とが困難となった。多くの入国管理制度上の問題点が年々改善されてはいるが、国際的な

研究者コミュニティーとの不調和は放置されており、米国に留まって研究を続ける海外出

身の研究者の人数は減少傾向にある。米国の科学技術研究基盤は海外から流入する研究者

の能力に大いに依存しており、米国の科学界も被害を被っている。米国の科学技術政策関

係者にとっての今後の主要な課題の一つが、海外出身の研究者に米国で研究活動を続けさ

せるべく、国際的な研究者コミュニティーと積極的に関わることである。 
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● まとめ 
 

最近の米国の科学技術政策の動向を要約すると、以下のようになる。 
 

・ 政治家による科学技術への不当な介入が増加傾向にある。 
・ 気候変動研究の優先度がここ数年で急上昇してきている。 
・ 気候変動およびイラク戦争の結果として、エネルギー研究、特にエネルギー安全保障

の優先度が再び上昇してきている。 
・ 胚細胞を用いた幹細胞研究において、科学と宗教との関係が問題化している。 
・ 留学生や海外出身の研究者が米国から母国に帰国する傾向が強まり、民主党と共和党

の両党の方針として米国内での理数教育が強化される風潮にある。 
・ ブロードバンド技術に秀でた諸国に比べて、米国は IT 分野で遅れをとっているとの懸

念がある。 
・ パーソナライズド医療への関心が高まり、製薬産業が大きな変革を遂げる可能性を有

する時期にある。そのため、システムバイオロジー研究に期待が寄せられている。 
・ 米国での MRSA の発生に伴い、感染症研究への需要が高まっている。 
 

競争力の強化は今後も大きな課題であり続けるが、次期政権が現行の競争力強化方針を

大幅に変更する可能性は未知数である。現行の方針と大きく異なる方針は見当たらないが、

しかし、ナショナルアカデミーズや競争力評議会の提言を受けて策定された米国競争力法

は、1990 年代の繰り返しに過ぎないとの批判をヒラリー・クリントン上院議員から受けて

いる。 
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2.2 科学技術・イノベーション政策に係わる主要な組織 
 

表 2-1 米国の科学技術政策関係組織の構成図 
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法律

予算教書

省庁
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NSFNSB HHS DOD DHS DOE
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提言

提言

グラント

 
 米国での科学技術政策の策定には、連邦政府、連邦議会、そして民間セクターが主要な

役割を果たしている。まず、連邦政府の中には大統領府が存在するが、大統領府の中に科

学技術政策策定のための確固たる体制が整っている。次に、連邦議会の上下両院に存在す

る各種の科学技術関係の委員会は、大統領府よりも長いスパンで科学技術政策の策定に携

わっている。そして、最重要なのが民間セクターであり、それは民間セクターから自発的

に出てくる提言や、民間セクターが連邦政府や連邦議会の要請を受けて作成する報告書が

科学技術政策を検討する際のたたき台になるからである。 
 以降、セクター毎に説明を記す。 
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2.2.1  大統領府および省庁 

 
● 大統領府内の主要な科学技術政策関連組織 

NSTC（国家科学技術会議）、PCAST（大統領科学技術諮問委員会）、OSTP（科学技術政策

局）、OMB（行政管理予算局）は、互いに連携しながら連邦政府の研究開発予算案の編成を

行っている。彼らの方針は 2 月に発表される予算教書に反映される他、8 月に各省庁に対

して次年度の予算要求および研究開発活動の指針として示される覚書にも反映される。ま

た、研究開発における省庁間のコーディネート25機能も果たしている。 
 
PCAST26（大統領科学技術諮問委員会）： 
 大統領によって任命された 35 名 27のメンバーから成り、民間の意見を大統領および

NSTCに届け、科学技術政策に反映させる事を任務としている。メンバーは産業界、教育

界、研究機関、および非政府組織から選ばれた有識者から成り、調査活動や報告書の作成

によって大統領などに政策提言を行っている。しかし、実際の政策に対するPCASTの提言

の効果が不明瞭であるため、最近は活動が若干低下傾向にあり、報告書も簡素化している。

現在は特に産学連携、パーソナライズド医療、健康問題、ナノテクノロジーに重点的に取

り組んでいる。 
 
OSTP28（科学技術政策局）： 

科学技術政策の作成および現行の科学技術政策の影響評価を行い、大統領および大統領府

職員に提言する事を任務としている。また、研究開発活動における省庁連携を主導してい

る他、州政府、外国政府、研究者コミュニティーとの連携活動も行っている。尚、OSTP
の長官（2007 年現在ではJohn H. Marburger氏）は、PCAST議長およびNSTC長官を兼

任している。 

 
OMB29（行政管理予算局）： 

本来の任務は科学技術に限らない政府の全活動に関する予算管理であるが、科学技術政

策に関連した業務としては、まず研究開発予算をその内容に含む予算教書（毎年 2 月の第

一月曜日に大統領から発表される）の編成支援が挙げられる。次に、10 月から各省庁が次

期会計年度における研究開発活動の予算要求を検討し始めるが、その際に参考となる指針

をOSTPと共同し、覚書として毎年 8 月付近に各省庁宛てに通達している。更に、PART30

（プログラム評価採点ツール）により、各省庁の研究活動の評価にも携わっている。また、

                                                 
25 省庁間の連携に関し、情報通信ネットワークR&D、国家ナノテクノロジーイニシアティブ、気候変動

科学プログラムについては、省庁間での予算管理を調整する委員会が設けられている。 
26 President's Council of Advisors on Science and Technology 
27 2007 年現在での人数 
28 Office of Science and Technology Policy 
29 Office of Management and Budget 
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科学技術政策と直結した業務ではないが、OMBのCircular（告示）と呼ばれる文章によっ

て、国立研究所、大学、企業などでの政府の支援を伴う研究開発活動における予算管理制

度が規定されている。 
 
NSTC（国家科学技術会議）： 

連邦政府の科学技術分野への投資目的の明確化、および各省庁を包括した科学技術戦略

の策定を任務としており、本会議の議長は大統領である。また、国家の科学技術戦略を反

映した予算案を作成し、OMBへの提言を行う。更に科学技術戦略に関する報告書を毎年

10 編前後発行しているが、各報告書は特定の科学技術分野に特化した内容となっている。

これらの業務の遂行を目的として、傘下に 5 つの委員会を有している。 
・ 環境・自然資源委員会（CENR： Committee on Environment and Natural Resources） 
・ 科学委員会 （CS： Committee on Science） 
・ 技術委員会 （CT： Committee on Technology） 
・ 国際科学工学技術委員会 （ CISET ：  Committee on International Science, 

Engineering, and Technology） 
・ 国家安全保障委員会 （CNS： Committee on National Security） 
 
● 政府内の主要な科学政策政策関連組織 

幾つかの省庁には科学委員会が存在するが、代表的な例として NSB が挙げられる。 

 

NSB（国家科学審議会）： 

国立科学財団（NSF）に所在し、NSF の監査、および大統領ならびに連邦議会に対する

科学政策の提言を行っている委員会である。1950 年に設立され、24 名の委員から構成さ

れている。しかし、大統領への政策提言については、NSB は強く望んでいるものの、PCAST
と重複するために事実上は困難である。 
 
● 主要な国立研究所 

米国の国立研究所の特徴は、米国が抱える科学技術によって対処すべき問題や、それを

反映した連邦政府の科学技術政策に沿って、その研究内容を柔軟に変化させる点である。

この特徴は、後述のFFRDCにも当てはまる。柔軟な変化が起こる原因としては、競争的

資金配分には区分されない国立研究所の研究資金であっても、ある程度競争的に配分され

るためである。よって国民や連邦政府のニーズに合わない研究に対しては予算が大幅に減

額されるため、研究所が自らその研究内容を変化させざるを得ない。一例として、冷戦の

終結に伴い、DOE（エネルギー省）傘下の国立研究所で行われていた核爆弾研究のニーズ

は極端に低下したが、その際には各研究所が自ら研究分野を環境分野などのニーズがより

高い分野へと変更した。以下に、注目すべき主要な国立研究所について記す。 
 

                                                                                                                                               
30 Program Assessment Rating Tool 
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HHS（厚生省）： 

研究開発予算の殆どが NIH（国立衛生研究所）で使用されており、その内の 20%を

Intramural-Program（NIH 傘下の国立研究所での研究活動）が使用し、また 80％を

Extramural-Program（NIH 外部の組織へのグラント）が使用している。また、後者の

Extramural-Program に関しては予算の 70％以上が大学、約 20％が公益機関、約 5％が

民間部門、残りをその他の組織が使用している。 
以下に、Intramural-Program 傘下の国立研究所の一覧を示す。 

 

研究所名 

NCI 国立がんセンター NIDCD 国立聴覚・伝達障害研究所 

NHLBI 国立心臓・肺・血液研究所 NIMH 国立精神健康研究所 

NIDCR 国立歯科研究所 NIDA 国立薬物乱用研究所 

NIDDK 国立糖尿病・消化器・腎臓研究所 NIAAA 国立アルコール乱用・中毒研究所 

NINDS 国立神経異常・発作研究所 NINR 国立看護研究所 

NIAID 国立アレルギー・感染症研究所 NHGRI 国立ヒトゲノム研究センター 

NIGMS 国立一般医学研究所 NIBIB 国立生物医学画像・生物工学研究所 

NICHD 国立小児・人間発達研究所 NCRR 国立研究資源開発センター 

NEI 国立眼科研究所 NCCAM 国立代用医薬品研究所 

NIEHS 国立環境健康科学研究所 NCMHD 国立マイノリティー健康・健康格差センター

NIA 国立老化研究所 FIC フォガティ国際協力センター 

NIAMS 国立関節炎・筋肉・皮膚研究所 NLM 国立医学図書館 

 
NASA（航空宇宙局）： 
 主に宇宙探査・開発および航空機開発に従事し、近年は次世代宇宙船の開発を含む月へ

の有人飛行および国際宇宙ステーション事業に対して大きな連邦政府予算が配分されてい

るが、気候変動問題の顕著化に伴い、地球観測でも主要な役割を果たしている。傘下の 10
ヶ所の研究所から構成されており、以下に一覧を示す。 
 

研究所名 研究内容 

Johnson Space Center ジョンソン宇宙センター 有人宇宙船の研究および運用 

Kennedy Space Center ケネディ宇宙センター 宇宙船の打ち上げ 

Marshall Space Flight Center マーシャル宇宙センター ロケットの研究開発 
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Stennis Space Center ステニス宇宙センター ロケットエンジンの研究開発 

Ames Research Center エイムズ研究センター 航空関連技術の研究開発 

Goddard Space Flight Center ゴダード宇宙飛行センター 人工衛星の運用 

Jet Propulsion Laboratory ジェット推進研究所31 惑星探査機の研究開発 

Dryden Flight Research Center ドライデン飛行研究センター 航空機の研究開発 

Glenn Research Center グレン研究センター 宇宙船の研究開発 

Langley Research Center ラングレー研究センター 航空機の研究開発 

 
DOC（商務省）： 

 DOC 傘下の研究所で特記すべきは、NIST（国立標準技術研究所）と NOAA（海洋大気

局）である。前者は ACI（米国競争力イニシアティブ）において、予算を 10 年間で倍増

すべきとされている連邦政府 3 機関の内の 1 つであり、また後者は最近重要性が増してい

る気候変動研究に主体的に携わっており、注目を得ている。 
 
NIST（国立標準技術研究所） 

 計量技術および標準化によって米国のイノベーションおよび産業競争力強化の促進を行

っている。業務はNIST所属の科学者によりNIST内の研究所にて行われるだけでなく、企

業との連携による部分も大きい。最近の目新しい動向としては、9.11 テロ以降の国土安全

保障対策における標準的セキュリティー機器の開発、ハリケーン・カトリーナへの対応と

しての建造物の耐久性の計測および標準化研究、またUSMS32（米国計量システム）の評

価が挙げられる。 
 業務は以下の 4 プログラムに大別される。 
 
・ NIST 内研究所における先進的技術基盤の研究 

米国の産業界の製品やサービスの質の向上を目的としており、傘下に次の研究所を有

する。 

研究所名 

Building and Fire Research Laboratory 建造物研究および火災研究所 

Center for Nanoscale Science and Technology ナノスケール科学技術研究所 

Chemical Science and Technology Laboratory 化学科学技術研究所 

Electronics and Electrical Engineering Laboratory 電子および電子工学研究所 

                                                 
31 FFRDCであり厳密には国立研究所ではないが、NASA所管の研究所として載せている。 
32 United States Measurement System 
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Information Technology Laboratory IT 研究所 

Manufacturing Engineering Laboratory 製造工学研究所 

Materials Science and Engineering Laboratory 材料科学工学研究所 

NIST Center for Neutron Research NIST 中性子研究所 

Physics Laboratory  物理学研究所 

 
・ ボールドリッジ（Baldrige）国家品質プログラム 

産業競争力の強化や産学連携の促進を目的として、高品質な製品やサービスを提供し

ている企業、教育団体、医療団体、非営利団体を毎年表彰している。 
 
・ HMEP（Hollings Manufacturing Extension Partnership） 

中小企業の支援を目的とした全米各地の拠点間のネットワークであり、企業に対して

公的資源および民間資源へのアクセスを提供することで、生産性の向上および技能の

向上を支援している。 
 
・ TIP（Technology Innovation Program） 

米国競争力法において、既存の ATP（Advanced Technology Program）の廃止に伴い

新設されたプログラムであり、米国社会のニーズに即した企業、大学、研究共同体と

のコストシェア型の革新的技術研究を行っている。本プログラムの目的は、革新的技

術であるが故に私企業ではコストを負担しきれない研究を公的に支援することである。 
 

NOAA（海洋大気局） 

 海洋と大気を専門としており、研究活動のほかに気象警報の発信や国民への海洋および

大気の変化の情報提供も行っている。NOAA が提供する情報や研究成果は、連邦政府によ

る政策決定時に信頼性の高い情報として活用されており、特に昨今の気候変動に関連する

政策決定において NOAA の情報は重要である。この様に、海洋、沿岸域、大気、そして

それらと地球の生態系との関係を研究しているが、その目的は国民、産業、政府の社会的・

経済的意思決定の支援に資することである。研究内容は、地球環境の変化の解明および予

測、また海洋資源の保全と管理である。 
 
DOD（国防省）： 

 陸海空軍夫々で研究開発活動を行っているほか、所管する 10 箇所の FFRDC において

も国防分野の研究開発活動を行っている。DOD の研究開発予算は連邦政府研究開発予算

の約半分を占め、その研究開発成果はあらゆる科学技術分野の研究開発や産業界に多大な

好影響を与えている。中でも特記すべき研究所は、DARPA である。 
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DARPA（国防高等研究計画局）

 DARPA の DOD 内での位置付けは、新しい研究アイデアと陸海空軍の実用化研究と

の橋渡しをするハイリスクな研究、言い換えれば NSF が行う長期的な研究と DOD 陸海空

軍が行う短期的な研究の間に位置する中期的な研究の実施である。DARPA は基本的に国

防に有益な研究を実施しているが、結果として社会に貢献する科学技術についての研究を

行っており、その功績が大きいことが、DARPA が評価されている理由となっている。例

えば、インターネット（TCP/IP）、高速マイクロエレクトロニクス、GPS、ステルス技術、

衛星技術、IC タグ、完全自律走行型自動車、新材料、Google の検索技術、JEPG の標準

など、多数のイノベーションを誘発しており、現在では、ブレイン・マシン・インタフェ

ース、無人偵察機などの開発を行っている。 
これらのイノベーションを生み出した要因には DARPA の体制が挙げられる。まず高い

給与により有能な人材を採用し、フラットな組織で自由度の高い裁量権を与える。そして

リスクは高いものの、研究のゴールと問題点が明確で研究方法に実現性があり、ハイリワ

ードなアウトプットが期待され、計画および費用がリーズナブルな研究に対し助成を行っ

ている。このような研究は失敗も多いが、前述のように大きな功績も挙げていることから

議会の評価も高い。 
 
DOE（エネルギー省）： 

 傘下に世界的に著名な研究所が多数存在するが、その多くが FFRDC に移行した。その

殆どに「国立研究所」との名称が付くが、実際は完全な国営ではない。傘下の FFRDC に

ついては、次項（FFRDC）を参照頂きたい。特記すべき国立研究所としては、2007 年 8
月に米国競争力法にて設立が承認され、今後設立される予定の ARPA-E がある。 
 
ARPA-E（エネルギー高等研究計画庁）

 ナショナルアカデミーズが 2005 年 10 月に発行した報告書「強まる嵐を超えて（通称：

オーガスティンレポート）」において ARPA-E の設立が提言され、最終的に 2007 年 8 月

に成立した米国競争力法の中で、その設立が承認された。 
 設立目的は、リスクは高いが革新的なエネルギー研究を行い、その研究成果によって

米国に劇的な利益をもたらすことである。研究体制は DARPA を参考とし、大部分が大学

や政府機関により行われている一般的な基礎エネルギー研究と、企業によるエネルギー技

術の商業化の間の溝を埋める組織とする。この様な組織が必要となるのは、企業ではその

コストの高さおよび技術的リスクの高さから、次世代技術の開発のためのブレイクスルー

となる基礎エネルギー研究を実施することが困難だからである。また、ARPA-E 自らは研

究活動を実施しないが、国立研究所、大学および企業の研究実施機関を統括して研究を遂

行することとしている。最終的に、DOE によるエネルギー安全保障の中核となる組織に

なることが期待されている。 
 しかし、米国競争力法では 2008 年度の ARPA-E 予算に 3 億ドルを謳っているものの、

2008 年度予算法では予算が全く配分されなかった。その結果、設立計画は宙に浮いている

状況である。 
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DOI（内務省）： 

 研究所としては USGS が挙げられ、目下の注目課題である気候変動研究にも携わってい

る。 
 
USGS（米国地質調査所）

 地球機構の解明、自然災害による被害の軽減、水資源、生物資源、エネルギー資源、鉱

物資源の管理を活動目的としている。研究部門は生物学、地理学、地質学、水資源の 4 部

門に区分され、天然資源や環境情報の収集、測定、分析、それに基づく解明活動、また民

生用地理情報の作成を行っているほか、研究対象を地球に限定せずに月や火星などの衛星

および惑星の研究も行っている。米国内での調査活動に関して国内に 400 箇所以上の拠点

を有し、本部および東部、中部、西部と 3 組織に区分して活動している。 
 
● FFRDC（連邦出資研究開発センター） 

連邦政府および連邦議会が決定した科学技術政策に従い研究開発活動を実施している

公的組織は国立研究所であるが、準公的組織として連邦出資研究開発センター（FFRDC：

Federally Funded Research and Development Center）がある。FFRDCは企業、大学、

NPOのいずれかによって運営されているものの予算は省庁から配分され、また所管省庁に

よって監督される。よって、本邦の研究開発系独立行政法人に近い組織と言える。特別の

研究開発目的に対応するために、あるいは大学に大きな研究設備を整備するために設立さ

れたセンターや、既存の国立研究所が運営体制を変更して設立されたセンターがあるが、

2006年時点で38組織がある。以下にその一覧を示す。 
 

 センター名 運営 創立者 研究内容 

所管：DOD（国防省） 

1 
Institute for Defense Analyses Studies and 

Analyses FFRDC 
NPO 連邦政府 防御システム 

2 National Defense Research Institute NPO 連邦政府 国防政策および戦略 

3 
C3I Federally Funded Research & Development 

Center 
NPO 連邦政府 武器の高度電子化 

4 
Institute for Defense Analyses Communications 

and Computing FFRDC 
NPO 連邦政府 防御システム 

5 Center for Naval Analyses NPO 連邦政府 意思決定（海軍） 

6 Lincoln Laboratory 大学 連邦政府 レーダー（空軍） 

7 Aerospace FFRDC NPO 個人33 宇宙軍略（空軍） 

8 Project Air Force NPO 連邦政府 国際安全保障（空軍） 

                                                 
33 空軍に属する個人が非営利企業を新設した。 
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9 Software Engineering Institute 大学 連邦政府 ソフトウェア工学（陸軍） 

10 Arroyo Center NPO 連邦政府 陸軍関係多分野（陸軍） 

所管：DOE（エネルギー省） 

11 Idaho National Engineering Laboratory 企業 連邦政府 核エネルギー 

12 Los Alamos National Laboratory 企業 連邦政府
核兵器、生物学、化学、物理

学、地球科学、環境など 

13 Sandia National Laboratories 企業 連邦政府
核兵器、放射能汚染、テロ

対策、エネルギー安全保障 

14 Savannah River National Laboratory 企業 連邦政府 核エネルギー、環境 

15 Ames Laboratory 大学 連邦政府
核エネルギー、各種エネル

ギー全般 

16 Argonne National Laboratory 大学 連邦政府 物理学、ライフサイエンス 

17 
Ernest Orlando Lawrence Berkeley National 

Laboratory 
大学 連邦政府

加速器、素粒子物理学、宇

宙、生物学、ナノテクなど 

18 Fermi National Accelerator Laboratory 大学 連邦政府
加速器、高エネルギー物理

学、物質と時空 

19 Lawrence Livermore National Laboratory 大学 大学 核エネルギー、国土安全保

障 

20 Princeton Plasma Physics Laboratory 大学 大学 核融合、プラズマ 

21 Stanford Linear Accelerator Center 大学 大学 加速器、光子科学、天体物

理学、分子物理学 

22 Thomas Jefferson National Accelerator Facility 大学 大学 加速器、素粒子 

23 Brookhaven National Laboratory NPO 大学 生物学、ナノテク、化学、加

速器、物理学、環境など 

24 National Renewable Energy Laboratory NPO 法律34 再生可能エネルギー、省エ

ネ、クリーンエネルギー 

25 Oak Ridge National Laboratory NPO 連邦政府
核エネルギー、物理学、生

物学、コンピュータなど 

26 Pacific Northwest National Laboratory NPO 連邦政府
情報分析、サイバーセキュリ

ティー、エネルギーなど 

所管：HHS（厚生省） 

27 National Cancer Institute at Frederick 企業 連邦政府 がん 

所管：DHS（国土安全保障省） 

28 Homeland Security Institute NPO 法律35 国土安全保障 

29 
National Biodefense Analysis & 

Countermeasures Center
NPO 法律35 生物兵器・バイオ犯罪対策 

所管：NASA（航空宇宙局） 

                                                 
34 太陽エネルギー法（Solar Energy Act of 1974）によって新設された。 
35 国土安全保障法（Homeland Security Act of 2002）によって新設された。 
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30 Jet Propulsion Laboratory 大学 連邦政府 宇宙探査（惑星探査機） 

所管：NSF（国立科学財団） 

31 National Astronomy and Ionosphere Center 大学 連邦政府 天文学 

32 National Center for Atmospheric Research 大学 大学 天文学 

33 National Optical Astronomy Observatories 大学 大学 天文学 

34 National Radio Astronomy Observatory 大学 大学 天文学 

35 Science and Technology Policy Institute NPO 連邦議会 科学政策 

所管：NRC（原子力規制委員会） 

36 Center for Nuclear Waste Regulatory Analyses NPO NPO 核廃棄物 

所管：DOT（運輸省） 

37 
Center for Advanced Aviation System 

Development 
NPO NPO 航空学 

所管：Dep. of Treasury（財務省） 

38 Tax Systems Modernization Institute NPO 連邦政府 税収システムの改良 

出典： NSF, Master List of Federally Funded R&D Centers

 各 FFRDC の公式ホームページ
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2.2.2  連邦議会 

 
 科学技術政策およびその実施に関して、連邦議会の重要性は年々増加し、大統領府と同

等なレベルにまで達している。一例として、連邦議会がブッシュ政権による研究開発予算

の削減傾向を食い止めてきた。連邦議会の役割は、研究開発活動の実施に必要な毎年度の

予算法を作成および成立させること、米国競争力法の様な科学技術政策に関わる法規や研

究開発プログラムの実施に必要な法規を法制化することであり、その他に予算法の作成に

伴う省庁連携の推進機能も果たしている。また、GPRA36（政府業績評価法）による、連

邦政府機関の研究開発活動の監督機能も果たしている。 
 
 上記の役割を果たすため、連邦議会は下記に示す多くの科学技術関連委員会および委員

会の職員を有している。ホワイトハウスの職員が数年で交代するのに対し、連邦議会の各

委員会の職員は 20 年から 30 年の経験を有する者もおり、一般的にホワイトハウス職員よ

りも科学技術政策に関してより高い専門性を有している。また、頻繁に公聴会を開き、任

意の科学技術分野に関する有識者の見解を議論に反映させている。 
 
 連邦議会は共和党と民主党の 2 大政党によって構成されているが、近年の科学技術政策

における主な相違点は、①気候変動、②幹細胞研究、③工業技術政策、④エネルギー効率

および再生可能エネルギー、⑤技術移転における政府の役割、⑥社会問題に対する政治と

科学的見解の関係、⑦環境規制、⑧研究成果の公開、についてである。 
 

また、先述の年度毎の予算法にはイヤーマーク予算が含まれる。これは大統領府の科学

技術政策とは関係なく、連邦議会において議員の意思、もしくはロビー団体の活動により

付く予算であり、ブッシュ政権としてはイヤーマーク予算を無くすべきとの方針を持って

いる。 
 
 
科学技術政策に関係する委員会： 

 

上院 

農業 兵器 教育・労働 

エネルギー・通商 国土安全保障 天然資源 

科学技術 中小企業 交通とインフラ 

退役軍人   

                                                 
36 Government Performance Results Act 
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下院 

老化 農業・栄養・林業 兵器 

通商・科学・交通 エネルギーと天然資源 環境と公共事業 

健康・教育・労働・年金 国土安全保障と政府 中小企業と起業活動 

退役軍人   

両院 

経済   
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2.2.3  シンクタンク 

 
● ナショナルアカデミーズ （National Academies） 

民間の非営利組織であり、全米科学アカデミー37（NAS）、全米工学アカデミー38（NAE）、

医学機構39（IOM）、全米研究会議40（NRC）を総称してナショナルアカデミーズと呼ぶ。

本部はワシントンDCにあり、また支部がカリフォルニア州Irvine市にあるが、独自の研究

施設は有していない。議会・連邦政府省庁・その他財団などの組織からの国家の科学技術

問題に関する調査依頼に基づき、委員会を設置し、検討、提言を行っている。また、報告

書・会議記録・白書を発行するとともに、シンポジウムや専門委員会を開催し、研究者コ

ミュニティーを構築している。 
各構成組織の役割としては、NRC が NAS・NAE・IOM の管理機関として機能すると

同時に、科学者・技術者・教育者の活動状況を改善し、幼稚園から大学院にわたる科学・

数学教育の質を向上させている一方で、NAS・NAE・IOM は科学・工学・医学の分野に

おける国家に影響を与える問題を科学的に特定および解決し、提言をすることにより国民

の生活向上に貢献している。 
 

研究（調査）内容 

NAS ①物理学と数理科学、②生物科学、③工学と応用科学、④生体医科学、⑤行動・社会

科学、⑥応用生物・農業・環境科学 

NAE ①教育・技術的手法・労働人口、②工学と環境、③工学・経済・社会、④情報工学と社

会、⑤国家安全と犯罪防止、⑥公共政策とプログラム審査 

IMO 
①老化、②小児保健、③病気、④教育、⑤環境、⑥食物と栄養、⑦国際保健、⑧健康

科学、⑨医療とその質、⑩心の健康、⑪軍隊と退役軍人、⑫少数民族の健康、⑬公衆

衛生と予防、⑭公共政策、⑮治療、⑯女性の健康、⑰職場環境 
 

政府からの直接の予算割当はなく、各省庁をはじめとする依頼機関との契約および     

グラントにより収入を得ている。2005 年度の総予算は 2.5 億ドルであり、非政府組織およ

び産業界からの収入が増加傾向にある。 職員はナショナルアカデミーズ全体で 1,100 名

が雇用されており、その他に政府退職者、産業界退職者、技術者、大学教授等の有識者か

ら構成される委員会メンバーが NAS は 1,900 名（更に外国人メンバー350 名）、NAE は

1,900 名（更に外国人メンバーが 180 名）、IOM は 1,500 名（更に外国人メンバーが 80
名）居る。尚、職員は有給だが、委員会メンバーは無報酬である。また、職員は運営に徹

しており、提言は委員会メンバーが作成する。検討案件が依頼されると 10～20 名の委員

会メンバーからなる委員会が構成され、公開会議、情報収集、検討会などを行って報告書

                                                 
37 NAS： The National Academy of Science 
38 NAE： The National Academy of Engineering 
39 IOM： The Institute of Medicine 
40 NRC： The National Research Council 
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を作成する。報告書は毎年 200～300 件が出版され、その多くが無料で公開されている。 
 
● STPI （Science and Technology Policy Institute） 

2003 年まで非営利組織であるRAND社によって運営されていたが、現在はFFRDCであ

るInstitute for Defense Analyses Studies and Analyses（国防政策・戦略のシンクタンク）

によって運営されている。運営資金はNSFによって支援されている。STPIの活動内容は科

学技術政策の分析であり、特にOSTPに向けて分析結果の提供を行っている。RAND社が

運営していた当時は分析結果をレポートとして公開していたが、最近は連邦議会との間に

予算上の論争が起こり活動は停滞傾向にあり、レポートの公開も暫く行われていない。

STPIの様なシンクタンクは米国政府の科学技術政策や研究活動の支援に資する重要な分

析活動を行っているが、活動は特定の課題のための米国政府との契約に基づいて実施され

ており、政府から完全に独立した機関ではない。但し、与えられた特定の課題に対する分

析結果は非常に有用である。 
 
● AEI （American Enterprise Institute） 

保守的な公共政策シンクタンクであり、新古典的な経済学を用いて公共政策を分析する

傾向がある。AEI の分析結果は影響力が大きく、時に科学技術政策の指針ともなる。 
 
● 新アメリカ財団 （New America Foundation） 

知名度の高い有能な職員によって構成されたシンクタンクである。科学技術に関する問

題も取り扱うが、通常はより広範囲に及ぶ社会経済問題に取り組んでいる。 
 
● CSIS （Center for Science and International Studies） 

ワシントン DC にある著名なシンクタンクであり、国際問題を専門としている。科学分

野では特に国土安全保障に取り組んでいる。 
 
● CRDF （US Civilian Research and Development Foundation） 

ソビエト連邦の崩壊を受けて、旧東側陣営の研究者集団と米国との連携を促すために米

国連邦政府が創設した。旧東側の科学技術および経済問題を専門としており、当分野にお

いて米国で主導的な立場にある。 
 
● SPPI （Science and Public Policy Institute） 

科学技術および公共政策に関して、中立的かつ保守的な提案を行っている。 
 
● カーネギー委員会 （Carnegie Commission） 

1980 年代後半から 1990 年代前半に G8 科学大臣による隔年会議を後援し、また傘下の

カーネギー科学技術と政府委員会を通じて、精力的に分野横断的な科学技術政策に関する

論文を出版した。しかし、1990 年後半以降は、科学技術政策に特化した論文は出されてい

ない。
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2.2.4  学術組織 

 
● AAAS （the American Association for the Advancement of Science） 

一般的には「トリプル・エイ・エス」と呼ばれる。民間の非営利組織であり、教育関係

者、科学技術政策関係者、各種専門家組織に対して有益な科学関連情報を提供することを

活動目的としている。活動としては雑誌Scienceを出版している他、あらゆる科学関連分野

の最新情報を報告するための年次総会の開催（毎年 2 月付近）や、米国連邦政府の研究開

発予算および科学技術政策に関するフォーラムの開催（毎年 5 月付近）、また科学者間の

交流促進を行っている。更に、科学技術政策および科学関連課題に関するレポートをWeb
公開しており、特に予算教書および予算法における研究開発投資に関しては、毎年重点的

に分析活動を行っている。 
活動は①科学技術政策、②国際活動、③教育および人材育成、④理数教育を推進するた

めの長期構想である Project2061 に大別される。また、次の 24 科学分野について検討会

を設けている。 
 

農業・食料・再生可能資源 人類学 天文学 

大気・水圏科学 生物学 化学 

歯科学 教育 工学 

科学技術一般 地学・地理学 科学史・科学観 

産業技術 IT・通信・計算機科学 言語科学 

数学 医学 神経科学 

薬学 物理学 心理学 

社会・経済・政治科学 科学技術の社会的影響 統計学 

 
 AAAS による米国連邦政府の研究開発投資分析は、詳細性および政府と無関係な立場に

よる中立的において、非常に有用である。また、世界最大規模の学術団体である。 
 
● 大学 

大学において科学技術政策を主題としたプログラムはあまり行われていないが、関連し

たプログラムは数多く行われている。前者に関し、ハーバード大学の科学技術政策プログ

ラムはその重点を環境問題および持続可能性に移行しつつあり、ジョージア工科大学およ

びジョージメイソン大学では科学技術政策プログラムを始めつつある。また、カーネギー

メロン大学は政策の要素も含んだ科学技術における分野融合研究で長い歴史を有している。   
一方、数多く存在する大学教育団体は科学技術政策に影響を与えており、中でも
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NASULGC41が積極的に政府へのロビー活動を行っている。 
 
科学技術政策プログラムを有する大学の例： 

大学名 プログラム名 

州立大学 

ジョージメイソン大学 Center for Science and Technology Policy 

ジョージア工科大学 School of Public Policy 

コロラド大学 Center for Science and Technology Policy Research 

私立大学 

カーネギーメロン大学 Engineering and Public Policy 

マサチューセッツ工科大学 Technology and Policy Program 

ライス大学 Science and Technology Policy 

 

一般的に科学技術で有力な米国の大学42： 
・ 科学分野ランキング 

世界

順位 
大学名（和名） 大学名（英名） 

1 カリフォルニア大学バークレー校 University of California, Berkeley 

2 マサチューセッツ工科大学 Massachusetts Institute of Technology 

4 ハーバード大学 Harvard University 

5 プリンストン大学 Princeton University 

6 カリフォルニア工科大学 California Institute of Technology 

7 スタンフォード大学 Stanford University 

9 コーネル大学 Cornell University 

10 イェール大学 Yale University 

11 シカゴ大学 University of Chicago 

14 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 University of California, Los Angeles 

東京大学は 12 位（■：州立、■：私立） 

                                                 
41 National Association of State Universities and Land-Grant Colleges 
42 Times World University Ranking （2007 年度） 
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・ 技術分野ランキング 

世界

順位 
大学名（和名） 大学名（英名） 

1 マサチューセッツ工科大学 Massachusetts Institute of Technology 

2 カリフォルニア大学バークレー校 University of California, Berkeley 

3 スタンフォード大学 Stanford University 

4 カリフォルニア工科大学 California Institute of Technology 

7 カーネギーメロン大学 Carnegie Mellon University 

8 ジョージア工科大学 Georgia Institute of Technology 

14 プリンストン大学 Princeton University 

15 ハーバード大学 Harvard University 

18 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 University of California, Los Angeles 

19 イリノイ大学 University of Illinois 

東京大学は 9 位（■：州立、■：私立） 
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2.2.5  ロビー団体 

 
● NAM （National Association of Manufacturers） 

一般的な産業団体の中で、技術および産業政策に対して最も大きな影響力を有している

団体である。 
 
● NAA （Newspaper Association of America） 

全米の主要な新聞社によって構成される産業団体であり、主に市場経済、公共政策、産

業育成、報道に関するロビー活動を展開している。 

 
● NVCA （National Venture Capital Association） 

ベンチャー企業関係者からなる同業者集団であり、ロビー活動を展開している。 
 
● 特定の産業分野におけるロビー団体 

特定の産業分野毎に見ると多数のロビー団体が存在し、例えばバイオ・製薬産業におい

ては、BIO（Biotechnology Industry Organization）や PHARMA（Pharmaceutical 
Research and Manufacturers Association）が最有力団体であり、また電子・IT 産業にお

いては AEA（American Electronics Association）や BSA（Business Software Alliance）
が最有力団体である。 
 
● 財団 

 各財団も科学技術政策に対して大きな影響力を有しており、中でもゲーツ（Gates）財団

は莫大な基金を有し、米国政府の科学技術政策の中で埋没しがちな世界規模の問題に意欲

的に取り組んでいる。また、財団は政治的な制約とは無関係に活動できるほか、米国政府

として取り組むことが困難な科学技術分野についても取り組むことができる。 
 
● Research America 

500 以上の民間および政府機関からの支援を受けて、医療研究促進のための政策提言を

行っている非営利組織である。連邦政府に対して民間および政府機関への医療研究投資の

増額を要求しているほか、米国民に対して医療研究の有益性をプロパガンダしている。 
 
● 他 

各州政府がイヤーマーク予算により自身の州の研究開発予算を得るため、ロビー・ファ

ームに投資して連邦議会にロビー活動を行っている。例えばハワイ州は、従来の審査を経

た競争原理に基づく予算配分では得られなかった研究開発費を獲得するために、イヤーマ

ーク予算獲得のためのロビー組織であるCassidy and Associatesと2001年に契約したが、

ハワイ大学副学長はロビー組織を介したイヤーマーク予算からの研究開発費の獲得は極め

てコスト面で効率的であると述べている。ハワイ大学のようなランクの大学にとっては、
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同予算こそがトップレベルの大学と競合できる水準の研究インフラの整備費を連邦政府か

ら獲得するための、唯一の手段である。本手法の費用対効果について一例を挙げると、コ

ロンビア大学は 9 万ドルをロビー組織に支払い、100 万ドルのイヤーマーク予算を獲得し

ている。また、研究所レベルでも同手法によるイヤーマーク予算の獲得が行われており、

ローチェスター技術研究所は 25 万ドルを支払って、175 万ドルを獲得している。 
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2.3 研究開発予算 
 

まず、米国における研究開発資金の流れを示す。次に連邦政府研究開発予算の推移、2007
年 12 月 26 日に成立した 2008 年度予算法における研究開発予算、そして予算案に過ぎな

いもののブッシュ政権の科学技術政策を反映した予算として 2007 年 2 月 5 日に発表され

た予算教書における研究開発予算案を示す。 
 
 
2.3.1  研究開発資金の流れ 

民間 199,025 連邦政府 93,384

州政府 2,890
非営利団体 8,565

大学 8,205

民間 219,226
大学

42,431

非営利団体 12,750FFRDC 12,918

国立研究所
24,742

195,691

23,535

24,742

12,918

6,072

29,005

8,205

（単位：百万ドル） 
表 2-2 2004 年度の研究開発資金の流れ 

 
日本と米国を比較すると、政府から民間への研究開発投資の差が大きい。2004 年度の米

国政府から民間への拠出額が 2 兆 5425 億円（政府研究開発予算の 24％、民間研究開発予

算の 11％）であったのに対し、同年度の日本政府から民間への拠出額は 1498 億円（政府

研究開発予算の 4％、民間研究開発予算の 1％）に過ぎない。 
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地
球
開
発 

土
地
利
用 

環
境 

医
療 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

農
業 

工
業 

額 10.2 19.7 6.2 292.5 14.6 25.4 5.1 

％ 0.81 1.56 0.49 23.13 1.15 2.01 0.41 

 

 

社
会
構
造 

宇
宙 

特
定
目
的
外 

他
民
生
研
究 

軍
事
研
究 

総
計 

額 14.5 98.7 72.6 0.0 705.0 1264.5 

％ 1.15 7.81 5.74 0.00 55.75  

単位： 億ドル（OECD 購買力平価換算） 

 

表 2-3 2004 年度の目的分野別の政府研究開発予算配分43

 
 米国政府の研究開発予算の投資先は、過半数が軍事分野、次いで医療分野、そして宇

宙分野である。工業分野への投資が非常に少ないように見えるが、軍事分野と工業分野は

密接に関わっているため、工業分野への支援が少ないと断定することは出来ない。

                                                 
43 データソース： OECD / Main Science and Technology Indicators 2007 
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2.3.2  連邦政府研究開発予算の推移 

 
表 2-4 研究開発予算の年次変化 

2001 年から研究開発予算が急増しており、これには DOD（国防省）の兵器開発予算の

増大が影響している。 

 
表 2-5 研究予算の年次変化（開発予算を含まず） 

NIH（国立衛生研究所）の予算は、1999 年から 2003 年の 5 年間で倍増したが、これは

NIH 研究予算の倍増計画の結果である。 
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2.3.3  2008 年度予算法における研究開発予算 

 
2007年 12月 26日に成立した 2008年度予算法における研究開発予算は、前年度比 1.2％

増の 1427 億ドルであるが、予想インフレ率（2.4％）を下回っている。また、基礎・応用

研究予算は 1.1％増に過ぎず、インフレを考慮すると 4 年連続の減額と言える。開発に予

算が多く使用されている軍事関係研究開発予算の減額に伴い、開発予算の伸びは僅か

0.5％増に留まったが、それを受けて増額が予想される基礎・応用研究の伸びも 1.1％増に

過ぎない。これは、研究開発予算全体の伸びが 1.2％増に過ぎないためである。 
自然科学での基礎研究予算を増加させるに当り、医学研究、エネルギー研究、環境研究

の減額要求が為されていたが、減額要求は通らなかった。NIHは前年度予算の維持に成功

し、またDOEの再生可能エネルギー、化石燃料、省エネなどのエネルギー研究開発予算は

前年度比 23％増となった。但し、エネルギー研究であっても、核エネルギー研究開発予算

の増額要求は通らなかった。そして、USGSとNOAAの予算がそれぞれ前年度比 3.4％増

および 7.6％増となり、環境研究開発は全体で 4％増となったほか、NASAによる地球観測

などの気候変動研究も増額となった。結果として、複数の省庁で行われている気候変動や

環境に関係する研究開発の予算が、近年の予算減少傾向から回復に転じたと言える。 
次に、大型施設予算は NASA、DOD、NSF、NIST において大きく増加したが、中でも

NASA の国際宇宙ステーション（ISS）建設に対して、前年度比 26％の予算増加がなされ

た。 
その他、2008 年度予算の特徴として、2007 年度予算では殆ど消滅したイヤーマーク予

算44が、再び 2006 年度以前の水準にまで増加した点が挙げられる。 
予算全体の概況として、重点的に予算が配分された分野はエネルギー研究開発、次世代

有人宇宙船の開発にその多くが占められる宇宙関連の開発予算、そして医療研究であるが、

中でもエネルギー研究開発が著しい。 
 
● 米国競争力法の施行状況 

2008 年度予算法は、米国競争力法で謳われている予算規模を大きく下回る内容と成った

。 特にARPA-Eは 2008 年度に 3 億ドルの予算が謳われていたにも関わらず、予算が付か

なかった。一方でNISTのTIPなど、成功した部分もある。 
大統領科学顧問より、米国競争力法は非現実的な予算規模であるとの批判を競争力法成

立当初より受けていたため、当然の結果とも考えられ得る。 
 
● 2008 年度予算教書の結果 

2008 年度予算法では、2008 年度予算教書で謳われているNSF、DOE科学局、NIST、

                                                 
44 産業団体などの各種組織や州政府がロビー団体に投資してロビー団体が連邦議員にロビー活動をする

場合や、ロビー団体を介さず連邦議員に働きかける場合があるが、それらを受けた議員が連邦議会でイ

ヤーマーク予算を付ける。よって、大統領府の管理外の予算であり、ブッシュ政権の科学技術方針を反

映した予算ではない。ブッシュ政権としてはイヤーマーク予算を無くすべきとの方針を持っている。 
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兵器開発、および核エネルギー研究への重点的予算配分は為されなかった。特に核エネル

ギー研究に関しては、1.60 億ドルの予算が付けられていたITER（国際熱核融合実験炉計

画）への予算拠出は廃止となり、また 0.60 億ドルの予算が付けられていたILC（国際リニ

アコライダー計画）は 0.15 億ドルへと減額された。一方、宇宙船開発および国際宇宙ステ

ーションには予定通りに予算が付いた。 
NSF、DOE 科学局、NIST への重点的予算配分に失敗した原因は、医学研究、エネルギ

ー研究、環境研究の減額要求が通らなかったためである。 
 
● 米国競争力イニシアティブ（ACI）の実施状況 

2007 年度予算法では、NSF、DOE科学局、NISTの研究開発予算の年平均予算増加率は

6.8％となり、米国競争力イニシアティブの目標値の年平均 7％増に若干満たなかったもの

の、概ね良好な予算を得ることが出来た。しかし、2008 年度予算法では、NSFの研究開

発予算が 1.1％増、DOE科学局が 5.3％増、NISTが 4.7％増に留まった。更に、NSFの予

算増はNSFの教育プログラム予算による所が大きく、またNISTの予算増は内部プログラ

ムの予算減が外部プログラム（NISTが企業に拠出しているグラントなど）の予算増に助

けられた形である。よって、NSF、DOE科学局、NIST研究開発予算の 10 年間での倍増

計画は、達成される可能性が低い。 
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他
2.8%

厚生省
21.0%

エネルギー省
6.6%

航空宇宙局
8.7%

国防省
54.5%

商務省
0.8%

農務省
1.6%

国土安全保障省
0.7%

国立科学財団
3.2%

 
表 2-6 各省庁への研究開発予算配分割合

国防省が連邦政府研究開発予算全体の 54.5％を占める。国防省を除くと、厚生省が

46.3％を占める。 
 

 2007 年度 
予算 

2008 年度 
大統領案 

2008 年度 
予算 

対前年度 
増減 

対前年度比

（%） 

軍事関係研究開発 822.1 801.1 817.6 -4.5 -0.5

非軍事関係研究開発 588.6 601.7 609.5 21.0 3.6

基礎研究 283.1 282.3 286.0 2.9 1.0

応用研究 286.0 273.4 289.3 3.2 1.1

開発 801.4 799.5 805.5 4.1 0.5

大型施設 40.1 47.6 46.4 6.3 15.7

総計 1410.7 1402.8 1427.2 16.5 1.2

（単位：億ドル） 

表 2-7 軍事研究・非軍事研究、基礎研究・応用研究・開発・大型施設予算 

 

軍事関係の研究開発予算が減額となったが、基礎・応用研究予算の伸びも僅かである。 
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 2007 年度 
予算 

2008 年度 
大統領案 

2008 年度 
予算 

対前年度 
増減 

対前年度比

（%） 

DOD（国防総省） 782.1 761.4 778.0 -4.1 -0.5

NASA（航空宇宙局） 118.1 125.9 124.8 6.7 5.7

DOE（エネルギー省） 87.3 92.3 93.8 6.4 7.4

科学局 35.1 40.5 37.0 1.9 5.3

エネルギー研究開発 15.2 13.9 18.7 3.5 23.0

核兵器研究開発 37.0 38.0 38.1 1.1 2.9

HHS（厚生省） 296.6 294.9 300.4 3.8 1.3

 NIH（国立衛生研究所） 284.0 280.7 286.5 2.5 0.9

NSF（国立科学財団） 44.8 48.6 45.3 0.5 1.1

USDA（農務省） 22.6 20.1 23.0 0.5 2.0

DHS（国土安全保障省） 9.6 10.0 10.4 0.9 9.0

DOI（内務省） 6.3 6.2 6.6 0.3 4.2

 USGS（米国地質調査所） 5.6 5.5 5.8 0.2 3.4

DOT（運輸省） 7.9 8.1 8.5 0.6 7.3

EPA（環境保護庁） 5.6 5.4 5.4 -0.2 -3.2

DOC（商務省） 10.5 10.7 11.2 0.7 6.5

 NOAA（海洋大気局） 5.3 5.3 5.7 0.4 7.6

 NIST（国立標準技術研） 4.9 5.1 5.1 0.2 4.7

ED（教育省） 3.2 3.2 3.1 -0.1 -1.8

USAID（国際開発庁） 2.2 2.2 2.4 0.2 8.5

VA（退役軍人省） 8.5 8.2 8.9 0.4 4.8

NRC（原子力規制委員会） 0.7 0.8 0.7 0.0 -0.2

スミソニアン 1.8 1.8 1.8 0.0 0.0

他 2.9 3.0 2.9 0.0 0.7

総計 1410.7 1402.8 1427.2 16.5 1.2

表 2-8 各省庁の研究開発予算額     （単位：億ドル） 
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DOD（国防総省）： 
 研究開発予算は前年度比 0.5％減となった。これは近年の DOD 予算の伸びが兵器開発予

算によるものであったのに対し、2008 年度は兵器開発予算が伸びなかったためである。ま

た、将来を見据えた科学技術研究のための予算は増額されたものの、DARPA（国防高等

研究計画局）の予算は減額された。これは、DARPA が過去の予算を使い切れていないた

めである。 
 
HHS（厚生省）： 
 HHS の研究開発予算は前年度比 1.3％増となったが、研究開発の殆どを担当する NIH
の研究開発予算は 0.9％増となった。増加率は低調であるが、減額要求がなされていたた

めに、減額の防止には成功したと言える。増加分は主に国際的エイズ基金に配分されるた

め、NIH 傘下の国立研究所の予算は全ての研究所において、昨年度と殆ど同額である。よ

って、インフレを考慮すると減額と言える。NIH の対外グラントについても、インフレを

考慮すると減額と言える。 
 
NASA（航空宇宙局）： 
 研究開発予算は前年度比 5.7％増となった。この増加分の殆どが開発予算および大型施

設予算に向けられ、具体的には次世代スペースシャトルの開発および月への有人飛行から

なる計画の予算が 6.2％増の 30 億ドル、国際宇宙ステーション（ISS）計画が 26％増の

22 億ドルとなった。一方で、科学研究予算は 1.8％増の 55 億ドルに留まり、これは減額

要求されていた航空研究の予算を救うために、科学研究予算を用いたためである。結果と

して、開発予算および大型施設予算が基礎研究予算および応用研究予算を奪う形となった。 
 
DOE（エネルギー省）： 
 HHS の研究開発予算は前年度比 7.4％増となったが、ACI に伴い 15％以上の増額要求

がなされていた DOE 科学局の研究開発予算は、5.3％増に留まった。この増額には分野毎

に大きな差があり、内訳を見ると高エネルギー、核物理学、核融合、エネルギーに関する

基礎科学の予算が要求額を大きく下回り、特に 1.6 億ドルが要求されていた ITER（国際

熱核融合実験炉計画）には予算が付かず、また 6000 万ドルが要求されていた ILC（国際

リニアコライダー計画）には 1500 万ドルしか付かなかった。一方で、水素エネルギー、

太陽エネルギー、バイオマスエネルギーといった再生可能エネルギーは大幅に増額され、

また近年減額傾向にあった地熱エネルギー、水力エネルギー、石油・ガス技術、そして減

額要求がなされていた省エネ研究開発および石炭研究や二酸化炭素隔離研究といった化石

燃料研究開発は増額に転じた。その他、米国競争力法で 2008 年度に 3 億ドルの拠出が謳

われていた ARPA-E（エネルギー高等研究計画局）には、予算が付かなかった。 
 
NSF（国立科学財団）： 
 研究開発予算は前年度比 1.1％増となり、ACI に伴う増額要求には遠く及ばない結果と
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なった。これに伴い、NSF が予定していたグラントの採択率の向上、グラント総数の増加、

グラント当りの平均額の増額は、殆どの研究分野で実施不可能となった。また、教育およ

び人材育成に関わる予算に関しては 3.3％増の 7.2 億ドルとなったが、この程度の増額で

は米国競争力法で謳われている理数教育での NSF による新プログラムを満足させること

はできない。 
 
USDA（農務省）： 
 研究開発予算は前年度比 2.0％増となった。対外グラントは前年度とほぼ同じ 6.5 億ド

ル、NRI45グラントも同様に 1.9 億ドルに留まったが、傘下の国立研究所の予算は減額さ

れ 11 億ドルとなった。一方で、森林局の研究開発予算は 4.7％増の 3.4 億ドルとなった。 
 
DHS（国土安全保障省）： 
 研究開発予算は前年度比 9.0％増となった。新設の DNDO（国内核物質探査局）での放

射能および核兵器対策研究の予算は続伸し、5.2％増の 3.2 億ドルとなった。また、減額要

求されていた大学での研究開発プログラムに対するファンディング事業も、減額を免れた。 
 
DOC（商務省）： 
 研究開発予算は前年度比 6.5％増となった。研究開発予算の殆どは NIST（国立標準技術

研究所）と NOAA（国立海洋大気圏局）へ配分されるが、まず NIST の予算は ACI での

増額方針に及ばない 4.7％増の 5.1 億ドルとなった。内訳としては、NIST 内部での研究予

算は 0.8％減の 3.7 億ドルとなり、新規の TIP には前身の ATP の 40％減となる 4600 万ド

ルが配分された。一方で、対外グラントは増額となっている。次に、NOAA の予算は減額

要求にも関わらず、7.6％増の 5.7 億ドルとなった。この増額分の殆どが海洋研究および気

候変動研究に対するものである。 
 
VA（退役軍人省）： 
 研究開発予算は前年度比 4.8％増となった。これは連邦議会が VA の殆どの研究開発プ

ログラムを、緊急性が高いと結論付けたためである。 
 
DOI（内務省）： 
 主に研究開発は USGS（米国地質調査所）で行われているが、USGS の予算は減額要求

に反して 3.4％増となった。これは鉱物資源研究開発予算の 50％減要求が見送られた事と、

気候変動研究への増額による結果である。 
 
DOT（運輸省）： 
 研究開発予算は前年度比 7.3％増となった。これは高速道路研究開発予算が大幅増額さ

                                                 
45 National Research Initiative Competitive Grants： USDAの任務に関係した生物学、環境学、物理

学、社会科学での優先度の高い基礎研究、および国家や地域の主要な農業・林業上の課題に対処するた

めの研究に対する競争的グラント。 

 
41 



 
米国科学技術・イノベーション動向報告 

 
れたためであるが、一方で航空研究開発予算は減額された。 
 
EPA（環境保護庁）： 
 研究開発予算は前年度比 3.2％減となり、殆どの研究開発プログラムは減額となった。

また、気候変動研究開発の内容も、気候変動への順応および緩和研究へと変更された。 
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2.3.4  2008 年度予算教書における研究開発予算案 

 
2007 年 2 月 5 日発表に発表された 2008 会計年度大統領予算案における連邦政府研究開

発費は、2007 年度予算の2.5%増の 1,427 億ドルとなった。そのうち研究費（基礎＋応用）

は 550 億ドルの 1.1%増、開発費は 829 億ドルの 2.8%増、機器・施設費は 47 億ドルの 16.1%
増である。 

まず、開発費が 22 億ドル増の 829 億ドルと顕著に増加したが、これは戦費増強方針に

伴うDODの兵器開発費およびNASAの宇宙船開発費の増加によるものである。基礎研究費

と応用研究費はNSF、DOE科学局、NISTの予算が増加したにもかかわらず、合計で 6 億

ドル増の 550 億ドルと大きな増加傾向にはない。これはDOD、NASA、USDAの基礎・応

用研究費が大きく削減されたためである。機器・施設費は 16.1%増加したが、これは探査

衛星、原子炉、風洞、粒子加速器などの設置が主な理由である。 
 
DOD（国防総省）： 
 将来を見据えた科学技術研究のための予算が減額となったものの、兵器開発予算が増額

したために全体で 1.3%の増加となった。この新予算の大部分が JSF（統合攻撃戦闘機計

画）に代表されるような空軍向け研究開発予算に回される予定である。 
 
HHS（厚生省）： 
 HHS 傘下の NIH は、4.3 億ドルの増加となり対外グラントの交付件数が前年度より 900
件以上多い 10,188 件となる見通しである。また、予算にはロードマップイニシアティブ

向けの 4,300 万ドル、および若年研究者のキャリア形成向けの 3,100 万ドルも含まれる。 
 
NASA（航空宇宙局）： 
 航空機研究予算および生物・物理研究予算が減額となったものの、新たな有人宇宙船開

発および ISS（国際宇宙ステーション）建設の 2 大プロジェクトの予算増により 7.0%の増

加となった。 
 
DOE（エネルギー省）： 
 DOE 科学局が大統領米国競争力イニシアティブによる予算の増額を受けて基礎的なエ

ネルギーの研究予算が増額したほか、ITER（国際熱核融合実験炉計画）に 1.6 億ドルがつ

くなど核融合研究予算が 3 倍となり（総額で 4.28 億ドル）、全体で 10.0%の増加となっ

た。 
 
NSF（国立科学財団）： 
 大統領米国競争力イニシアティブによる予算の増額を受けてコンピュータ研究、社会科

学研究、数学・物理学研究、極地研究、工学研究の予算が増額し、15.3%の増加となった。

地球科学研究および生物学研究の予算も増額はしたものの、2004 年度での予算を下回って
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いる。 
 
USDA（農務省）： 
 再生可能エネルギー分野の予算に 1.6 億ドルの増額を受け、当分野の予算は総額で 4.0
億ドルとなった。増額分のうち、1.3 億ドルが再生可能エネルギーによる地域開発を目的

とした予算であり、また 0.3 億ドルがバイオエネルギー原料の増産技術、およびセルロー

スを原料としたエタノール生産技術の研究開発予算である。しかし、主に大学における研

究予算の減額を受け、13.2%の減少となった。 
 
DHS（国土安全保障省）： 
 DNDO（国内核物質探査局）の放射性物質およびその対策に関する研究の予算が増額さ

れる一方で、一部の研究開発業務が減額となり、1.0%の減少となった。 
 
DOC（商務省）： 
 NOAA（国立海洋大気圏局）の予算が減額したものの、NIST（国立標準技術研究所）

の予算が ACI による増額、特に研究施設建設費の大幅な増額（60%増の 0.94 億ドル）を

受け、18.3%の増加となった。 
 
VA（退役軍人省）： 
 0.5%の増加となったが、他財源からの VA への助成が計画されている。 
 
DOI（内務省）： 
 USGS（米国地質調査所）の鉱物資源および水資源調査開発予算の減額により 2.4%の減

少となった。 
 
DOT（運輸省）： 
 航空研究開発予算が減額となったものの、高速道路研究開発予算が増額し、8.0%の増加

となった。 
 
EPA（環境保護庁）： 
 空気浄化技術研究が 3%増、環境保護法令に関する研究が 15%増、気候変動対策が 4%
増となったが、ほかの研究開発予算が減額となり 0.9%の減少となった。 
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2.4 重点分野戦略 
 

重点分野に対する戦略として、①現行の主要な研究開発活動の概要および予算状況、ま

た②今後の省庁連携研究開発方針を記す。前者は 2008 年度予算教書を参考にしており、

後者は大統領府が各省庁に示した 2009 年度の省庁連携研究開発方針46を参考にしている。 
 
2.4.1  主要な研究開発活動および研究開発方針の一覧 

 
現行の主要な研究開発活動 

情報通信ネットワーク R&D（NITRD） 

国家ナノテクノロジーイニシアティブ（NNI） 

気候変動科学プログラム（CCSP） 

先進的エネルギーイニシアティブ（AEI） 

海洋科学イニシアティブ（OSI） 

国家安全保障 

自然科学・工学技術 

地球観測 

宇宙探査・航空工学 

数学・科学教育 

 

今後の省庁連携研究開発方針 

国家安全保障 

エネルギーおよび気候変動技術 

先進的ネットワーキングおよび情報技術 

国家ナノテクノロジーイニシアティブ 

複雑な生物体系の解明 

環境 

次世代航空輸送システム 

連邦政府科学コレクション 

科学政策のための科学 

                                                 
46 2009 年度研究開発費の予算編成にあたり、大統領府が各省庁に予算編成の参考として示した覚書であ

る。毎年発行されており、今年度は 2007 年 8 月 14 日に発行された。但し、省庁連携を要する研究開発

事業に特化されており、NASAが単独で行う宇宙開発などは対象外である。 
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2.4.2  現行の主要な研究開発活動の概要 

 
● 情報通信ネットワークR&D47（NITRD） 

NITRD の予算は 2007 年度に約 30.5 億ドルへと大きく上昇したものの、2008 年度は前

年度と同額になっている。国防における IT 技術の重要性から DOD が予算の 1/3 を占め、

次に多くの予算が NSF の基礎研究に当てられている。 
 
近年の重点的な取り組みを以下に示す。 
・ 2010 年までの完成を目標としたペタスケールコンピュータの開発（NSF、DOE 科

学局で実施） 
・ ペタスケールコンピュータの開発に合わせた、高速・大容量ネットワークの構築を

目的とした研究への助成 
・ サイバーセキュリティーおよびインフォメーションアシュアランス（情報保障）に

関する長期基礎研究への助成 
 
また、NITRD 参加機関は 2007 年内に次世代ネットワークの研究計画についての検討を

行う。検討課題を以下に示す。 
・ 現在および未来の情報通信ネットワークの需要に対処するための方針 
・ 省庁間の連携による次世代ネットワーク研究開発の詳細な指針の作成 

 
NITRD により、全科学技術分野、後述の全イニシアティブに有益な IT 機器・IT 技術が

創出されると期待されている。 
 
● 国家ナノテクノロジーイニシアティブ48（NNI） 

NNI の予算は、大統領米国競争力イニシアティブの対象となった NSF と DOE 科学局

が NNI の主力参加機関であるために 2008 年度予算は前年度比で 4%増加し、14.5 億ドル

となった。 
 
 NSFが基礎研究を担当する一方で、DODは素材、機器、装置の開発を重視している。

DOEは、多分野の科学研究者が研究装置を利用できるようにするための 5 箇所のナノテク

ノロジー研究所49のうち、最後の研究所の運用を開始する予定である。HHSは生物学と物

理学の融合による、ナノテクノロジーに基づいた生物医学の発展を重視している。また、

HHSの予算にはNIOSH（国立労働衛生研究所）による職場での健康対策および安全対策

                                                 
47 NITRD： Networking and Information Technology Research and Development 
48 NNI： National Nanotechnology Initiative 
49 NSRC（Nanoscale Science Research Center）： ①ローレンスバークレー研究所、②アルゴンヌ研

究所、③ブルックヘブン研究所、④オークリッジ研究所、および⑤サンディア研究所とロスアラモス研

究所の共同研究体に設置中。 
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にナノテクノロジーを応用する計画も含まれている。尚、NNIではナノテクノロジー技術

の開発が人間および環境へ与える影響についても研究している。 
 

NNI の実施工程としては、まず基礎研究および応用研究の支援と研究インフラの開発を

行い、次に研究施設と研究ネットワークの構築を行い、最終的にイノベーションを達成す

る方針である。また、応用が期待される分野として、①医療・医薬技術、②製造業、③高

性能素材、④IT 技術、⑤エネルギー技術、⑥環境技術、が想定されている。 
 
● 気候変動科学プログラム50（CCSP） 

気候変動への関心が高まっているにもかかわらず 2008年度予算は前年度比で 7.4%の減

額となり、15 億ドルとなった。20 億ドルの予算がついた 2004 年度以降、4 年連続の減額

傾向にある。原因は、最主力参加機関である NASA の研究費削減である。尚、CCSP には

13 機関が参加しているものの、約 90%の予算を NASA、NSF、NOAA、DOE が占めてい

る。 
 
CCSP では、エアロゾル・雲・気象を統合したリモートセンシングによる気象予測能力

の向上、統合型地球圏解析技術の開発、水循環観測・研究・モデル化業務の統合、気象メ

カニズムの解明に資する世界規模ランドサットの構築、NACP（北米炭素循環研究計画）、

気候変動が生態系の生産量および多様性に与える影響の解明、旱魃への対処、IPY（国際

極年）、統合型海洋観測システムの開発の 9 つの分野を重視しているが、2008 年度予算

においては以下のテーマに重点が置かれている。 
 

・ 短期間内の急激な気候変動の解明 
・ 統合型地球圏解析 
・ 旱魃への対処 
・ 水循環の観測・研究・モデル化 
・ 炭素循環研究 
・ エアロゾルの影響（雲および二酸化炭素以外の微量ガスとの相互作用を考慮） 
・ 気候変動が生態系の生産量および多様性に与える影響 
・ 土地利用および植生の変化と気候との相互作用 

 
CCSP は 21 種の技術概要を示した政策立案者向け SAP（総合判断・評価報告書）を作

成しており、2006 年から 2008 年にかけて発行される予定である。 
 
● 先進的エネルギーイニシアティブ51（AEI） 

2008 年度予算は前年度比で 26%増の 27 億ドルとなった。注目すべき点としては、バイ

                                                 
50 CCSP： Change Climate Science Program 
51 AEI： Advanced Energy Initiative 
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オマスおよび核融合分野への予算の急増である。 

 
バイオマス R&D に関しては、2000 年に省庁連携のための委員会が発足し、2006 年か

ら連携作業が始まったが、今後はバイオマス利用の増加が経済および他の分野へ与える影

響について、様々なエネルギー価格ならびにエネルギー政策シナリオを想定して検討を実

施する予定である。 
 

また、AEIに関連する事項として、水素燃料イニシアティブ52（HFI）の 2008 年度予算

は前年度比で 20%増の 3 億ドルとなった。注目すべき点としては、石炭からの水素生産研

究開発費が減少する一方で、原子力による水素生産研究開発費が増加している点である。

このことから、HFIにおける水素の供給源が原子力に移行していることが分かる。但し、

自動車燃料など向けの水素供給を目的としたHFIのみで石炭研究の予算が減少しているの

であり、一般的なエネルギー供給を目的としたAEIでは依然として石炭研究の予算が増加

している点に留意頂きたい。 
 
HFI の成果としては、燃料電池生産コストの低下（現在のコストは 2003 年の 2/3）、

天然ガスからの水素生産にかかるコストの低下（現在のコストは 2003 年の 60%）、水素

貯蔵素材の貯蔵能力の向上（現在の能力は重量換算で 2003 年の 150%）があげられる。

2008 年度も基礎研究および応用研究は続けられ、水素貯蔵能力、燃料電池のコスト・能力・

耐久性、水素生産のコスト・安全性・インフラについての研究が行われる予定である。DOE
科学局に対する予算は基礎研究に当てられており、水素生産・貯蔵、燃料電池の研究開発

に関する飛躍的な進歩が起こるものと期待されている。 
 
HFI は、2003 年に 5 年間の実施期間で 12 億ドルの予算がつき、2006 年に 9 機関が連

携研究を開始したが、2008 年度で予算が満了する予定である。 
 
● 海洋科学イニシアティブ53（OSI） 

OSI に関し、ORPP（Ocean Research Priorities Plan）の 4 課題に対して 4,000 万ドル

の新予算がついた。予算を拠出する機関の内訳は、NOAA（海洋大気庁）が 2,000 万ドル、

NSF が 1,700 万ドル、USGS（地質研究所）が 300 万ドルである。この 4 課題は ORPP
の 20 課題の中から最初に実行される分であり、以下に 4 課題を示す。 
 
・ 沿岸域生態系と、自然現象（例：ハリケーン）および人間活動（例：メキシコ湾の面

的汚染）との関係解明 
・ 地域管理および資源管理を目的とした海洋生態系の比較分析 
・ 海洋での生物学的・化学的作用の解明を目的とした海洋生態系調査 

                                                 
52 HFI： Hydrogen Fuel Initiative 
53 OSI： Ocean Science Initiative 

 
48 



 
米国科学技術・イノベーション動向報告 

 
・ 気候変動の一因と考えられている大西洋の海面温度変動の研究 
 
 更に、米国の大陸棚の定義および地図化の予算として 800 万ドルがつけられたが、これ

は米国の保有する資源を確立するためである。 
 
 その他に前年度に引き続くものとして、NOAA（海洋大気庁）のインフラ整備、IPY（国

際極年）、保護種および水産資源研究のための海洋観測網構築に 3,200 万ドルの予算がつ

けられ、また NSF の海洋観測構想にも予算がつけられている。 
 

2004 年 12 月に設定された米国の海洋計画を強化・統合するための 88 件のアクション

プランについては、2007 年 1 月の時点で 83％が完了している。 
 
● 国家安全保障 
 国家安全保障分野の研究開発予算は前年度と同様に 2008 年度も重点的に配分されてお

り、優先度が高い研究分野は以下の 6 分野である。 
 
・ 核攻撃からの国家防衛 
・ 爆発物への対策 
・ 生物・化学・放射性物質による攻撃に対する国家レベルでの医療対処能力の向上 
・ IT インフラの安全保障 
・ 食料および家畜の安全保障 
・ 水資源インフラの保護および浄化能力の向上 
 

また、特に省庁間の連携を要する研究課題は以下の通り。 
・ 一般的な物から放射能汚染源となり得る物を探知するための機器の能力向上 
・ 電子パスポート技術の向上 
・ 米国への核物質搬入抑止技術の規格化 
・ 防疫技術の規格化 
・ 迅速な健康診断技術および次世代予防接種技術の開発 
 
● 自然科学・工学技術 

自然科学および工学技術研究の 2008 年度予算は、ACI による DOE 科学局、NSF、NIST
への予算増加を受けて増額されている。本予算は基礎研究を対象としたものであり、ナノ

技術、IT、スーパーコンピュータ、エネルギー技術、国家安全保障、宇宙探査分野でのイ

ノベーションを誘発するものと位置づけられている。 
 

DOE 科学局の主な研究課題および予算は、ナノ技術に 2.83 億ドル、材料工学研究の設

備に 6.98 億ドル、HFI の基礎研究に 0.60 億ドル、AEI に 7.13 億ドル、コンピュータ研

究に 3.18 億ドル、X 線に次ぐ次世代透視技術である NSLSⅡ（粒子加速型光源Ⅱ）開発計
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画に 0.45 億ドル、ITER の核融合計画に 1.60 億ドルとなっている。 

 
NSF の動向は、MPS（数学・物理科学局）の予算が前年比 8.9%増、GEO（地球科学局）

が 6.3%増、CISE（コンピュータ科学局）が 9.0%増、ENG（工学局）が 8.9%増となって

いる。特に MPS ではコンピュータ分野でのイノベーション、物理学（ナノ・複雑系・材

料工学）の発展、そしてムーアの法則を上回る技術的飛躍を研究課題として重視している。 
 
NIST は、建造物および地域社会の災害耐性強化計画、地球規模での気候変動解明計画、

震災軽減計画といった新構想に 0.69 億ドルを計上しており、また昨年に引き続き量子情報

理論研究、ナノ技術研究、中性子研究センターの能力向上にも予算を計上している。 
 
NASA は、予算の 1/3 に相当する 55.2 億ドルを科学ミッション局のロボット活動業務、

研究業務、技術開発業務にあてている。これらの業務には宇宙における活動も含まれてお

り、地球および地球の気候の理解、月研究、太陽活動の解明および太陽活動が地球に与え

る影響の解明、太陽系の惑星および小惑星の探査、銀河系および宇宙奥地の解明などがあ

げられる。 
 
● 地球観測 

地球観測に関する主な研究課題および予算は以下の通りである。 
 
・ 海洋観測： NOAA（国立海洋大気圏局）主導の統合型海洋観測システムの追加予算

として 1,640 万ドル、NSF の海洋観測所構想の予算として 3,100 万ドル。 
・ 地震観測および予測： NSF と DOI 傘下の USGS（米国地質研究所）による

EarthScope 計画の予算として 2,100 万ドル、ANSS（先進的米国地震観測計画）の予

算として 800 万ドル。 
・ 津波警報： 津波警報および被害緩和のための追加予算として、200 万ドル。 
・ ランドサット： NASA の次世代地球観測衛星建造予算として 1.6 億ドルがあてられ

ている。また、省庁連携ワーキンググループが長期的な地表のマルチスペクトル解析

に関する提言書を作成中である。 
・ GPM（全球降水観測）： NASA の全球降水観測計画の予算も計上されており、2013

年度の衛星打ち上げに間に合うように計画されている。 
 
 また、至急実施課題として以下が挙げられている。 
 
・ 大気汚染の評価および予測計画（内容発表済み） 
・ 自然災害緩和のための観測能力向上計画（内容発表済み） 
・ 全球陸面観測計画（内容作成中） 
・ NIDIS（旱魃情報網）の観測能力向上計画（内容発表済み、既に 2008 年度予算に 440

万ドルが含まれている） 
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・ 海水位観測計画（内容作成中） 
・ 構成・情報管理計画（内容作成中） 
 
● 宇宙探査・航空工学 

宇宙探査および航空工学に関する研究は NASA により実施されているが、政府の宇宙探

査構想の続行方針に基づき、2008 年度予算は前年度比 3.1%増の 173 億ドルとなった。主

要な計画を以下に示す。 
 
宇宙探査： 有人探査船および無人探査船の研究開発予算に 39.2 億ドルをあてている。有

人探査船としては月への有人飛行を目的として、CEV（オリオン有人探査船）およびアレ

スⅠ打ち上げ船（CEV の打ち上げ船）を建造中であり、2014 年までの打ち上げを目指し

ている。無人探査船としては 2008 年から一連の月探査船を打ち上げる予定である。 
 
地球科学および宇宙科学： 55.2 億ドルが NASA 科学ミッション局の 59 機の宇宙船運用

予算、および省庁連携 CCSP（気候変動科学プログラム）や国際地球観測システム構想、

また地球‐太陽系の研究に資するためのランドサットや GPM（全球降水観測）衛星を含

む 7 機の地球観測衛星の建造予算にあてられており、2013 年までの打ち上げを予定して

いる。 
 
ISS（国際宇宙ステーション）の建設および利用： ISS（国際宇宙ステーション）の継続

的な建設業務および運用業務、また ISS の建設・運用に携わるスペースシャトルの運用業

務に 67.9 億ドルを計上しており、ISS の建設を 2010 年までに完了することを予定してい

る。また、ISS において米国は、人体の宇宙放射線被爆対策および長期間に及ぶ微小重力

環境が人体に及ぼす生理的影響の研究に専念している。 
 
新航空工学政策： NASA の航空工学研究開発予算は前年度比 5%増の 5.54 億ドルとなっ

た。優先的研究課題としては、航空機の安全性の向上、次世代空輸システムの開発、航空

工学の実験施設の整備があげられる。 
 
 
● 数学・科学教育 

数学教育および科学教育に関し、大統領はACIでNo Child Left Behind Act54の強化を打

ち出したが、これを受けて 2008 年度も前年度と同額の予算を計上している。以下に数学

および科学教育関連予算の要点を示す。 
 
・ AP（アドバンスドプレースメント）55およびIB（国際バカロレア）56の拡充のための

                                                 
54 いわゆる「落ちこぼれ」を作らないための学力底上げ構想であり、学力テストの実施、州および地方

の裁量拡大、基礎学力向上政策への投資、教育機会の選択拡大が基本方針である。 
55 Advanced Placement： 高校で大学レベルの授業を受けさせ、大学入学後に飛び級する制度。 
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予算として、1.22 億ドルを計上。 

・ Adjunct Teacher Corps（非常勤の理数系講師による教育補助事業）の設立に、2,500
万ドルを計上。 

・ NMP（教育省の国家数学委員会）によって結論付けられた Math Now Program（効果

的な数学学習方法を小学校および中学校で実施する計画）の予算として、2.50 億ドル

を計上。 
・ MSP（数学科学連携計画）57の継続のための予算として、教育省に 1.82 億ドル、NSF

に 0.46 億ドルを計上。 
 

尚、全米の数学・科学教育関連省庁によって構成された ACC（学術競争力協議会）によ

り、各数学・科学教育計画の効果、改善点、統合すべき計画、内容が重複する計画の回避

に関する提言書が、2007 年 3 月に議会へ提出される予定である。 
 

                                                                                                                                               
56 International Baccalaureate： 各国独自の教育制度に依存しない大学入学制度であり、スイスの国際

バカロレア機構が運営している。米国などの大学への諸外国からの学生の流動を加速させるものと考え

られている。 
57 Math and Science Partnerships： 高等教育機関や政府機関の人材を、地方の学校の数学科学教育の

レベル向上に活用する計画。 
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2.4.3  今後の省庁連携研究開発方針の概要 

 
● 国家安全保障 
最優先課題： 

①国内での原子力事故対策に資する研究開発、②生体認証の技術・システムの研究開発 
 
継続課題： 

①国内における簡易爆弾への対処、②自然災害、テロ、感染症などの多様な領域からの

情報を統合して対処策を決定できるツールの開発、③化学物質、生物物質、放射性物質、

核物質関連事件の影響緩和に資する汚染除去技術・ツールの開発、④潜在的危険性に対す

る統合的予測モデルの開発、および予測能力向上に繋がる基礎科学研究とデータ収集、⑤

遺伝子操作が施された生物兵器と新興感染症に対処するための、費用対効果の高い標準化

された検知システムの開発と治療法の研究開発、⑥食物および水への有毒物混入への対処、

またその結果起こる人々の健康被害への対処技術の開発 
 
● エネルギーおよび気候変動技術 
最優先分野： 

①エネルギー安全保障、②地球温暖化ガス排出量の削減  
 
研究開発方針： 

①先進的エネルギー技術の開発を継続、②ゼロエミッション石炭、二酸化炭素隔離プロ

セス、原子力エネルギー、エネルギー貯蔵、太陽エネルギー、水素燃料電池技術などの基

礎研究を重視、③省庁間での重複を避けるため、それぞれの研究開発活動を気候変動技術

プログラム58（CCTP）に準じて調整 
 
バイオ燃料転換技術の優先課題： 

①セルロース系原料の効率的な生産、収集、前処理、バイオリファイナリー技術の研究、

②バイオ燃料の生産・利用に起因する潜在的な環境影響を緩和する技術・方法の研究 
 
● 先進的ネットワーキングおよび情報技術 
情報通信ネットワーク R&D（NITRD）の方針： 

大統領科学技術諮問委員会（PCAST）が情報通信ネットワーク R&D の包括的レビュー

を 2007 年度末までに完了し、報告書を発行する予定である。また、本報告書を受けて、

                                                 
58 CCTP（Climate Change Technology Program）： 連邦政府の各省庁での気候変動関連技術の研究

開発活動の連携および優先順位付けを目的としたものであり、2002 年 2 月に大統領が気候変動科学計画

（CCSP）と同時に発表した。各省庁が携わっているが、エネルギー省が主導している。研究開発対象は

化石燃料（石炭、石油、天然ガス）、バイオ燃料、水素燃料、核エネルギー、 ITER（国際熱核融合実

験炉計画）、炭素隔離・吸収である。 
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各省庁は情報通信ネットワーク R&D の課題の重点化を実施する予定である。 
 
先進的ネットワーキング優先課題： 

①コンピューティングと情報通信の基礎研究、②ネットワークの設計、管理、安全性、

使い易さに関する研究、③サイバーセキュリティー情報保証連邦政府計画59（CSIA）の研

究開発方針（民間企業の研究開発活動と連邦政府の研究開発活動の整合、致命的な脅威へ

の対処、より安全性の高い次世代サイバーインフラの開発に繋がる基礎研究の実施、光学

コンピュータや量子コンピュータの様な新技術における安全性の構築、民間企業との連携

など）に沿った研究 
 

高性能コンピューティング R&D の継続： 
エネルギー、気候、天気、健康、新素材、国家安全保障に関する複雑な問題の革新的な

解決に資する研究を支援する。 
 
● 国家ナノテクノロジーイニシアティブ 
国家ナノテクノロジーイニシアティブ（NNI）の方針： 

①エネルギー、安全保障、健康、環境などの国家的に重要な問題への対処として、引き

続き国家ナノテクノロジーイニシアティブを継続、②ナノサイエンスにおける基礎研究と

応用研究の両方を支援、③ナノスケール計測用機器および手法の開発、④ナノ製造産業の

支援に資する最新技術の普及 
 

NSTC レポートとの整合： 
国家科学技術会議（NSTC）の報告書「Environment, Health, and Safety Research 

Needs for Engineered Nanoscale Materials」（2006 年）との整合を図って、支援すべき

研究課題を検討する。 
 

省庁間での資源共有活動の支援： 
研究センターや共同利用型施設での学際活動、および共有資源を効率的に利用する共同

事業を支援する。 
 
● 複雑な生物体系の解明 
研究方針： 

①データの比較が可能な測定ツールと管理ツールの新規開発と改善、②学際的連携によ

る複雑な生物体系の解明、③特定の疾患に的を絞った診断・治療技術の開発を継続 、③最

終的には、個人のニーズや遺伝子を基に個別化された診断・治療技術の開発を行う 
 

                                                 
59 CSIA（Federal Plan for Cyber Security and Information Assurance）： 米国のITインフラの安全

性向上を目的として連邦政府が行うべき研究開発活動を、国家科学技術会議（NSTC）が 2006 年 4 月に

提言した計画。 
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最優先課題： 

①細胞と細胞内小器官の関係の研究、②生物個体と個体群と集団の関係の研究、③生命

科学、理化学、コンピュータ科学の融合研究 
 
● 環境 
気候変動研究の方針： 

気候変動科学プログラム60（CCSP）が 2003 年に示した目標を引き続き支援し、また各

省庁の活動と、気候変動科学プログラム 2009 年度覚書で特定された優先項目との整合を

図る。 
 
海洋研究の方針および優先項目： 

国家科学技術会議（NSTC）の報告書「Charting the Course for Ocean Science in the 
United States: An Ocean Research Priorities Plan and Implementation Strategy」
（2007 年）が示す研究方針に従い、次の研究課題に優先的に取り組む。 

①持続的な特殊現象（ハリケーンなど）に対する沿岸生態系の反応の予測、②海洋生態

系の比較分析、③海洋生態系の研究に資するセンサーの開発、④北大西洋の深層循環変動

の評価 
 
淡水供給研究の方針： 

各省庁の活動と、国家科学技術会議（NSTC）の報告書「A Strategy for Federal Science 
and Technology to Support U.S. Water Availability and Quality 」（2007 年）が示す方

針との整合を図る。 
 
全球観測の方針： 

国家科学技術会議（NSTC） の報告書「Strategic Plan for the U.S. Integrated Earth 
Observation System」（2005 年）と同会議の報告書「Development of the U.S. Integrated 
Earth Observation System: Progress and Recommendations for the Way Forward」
（2007年）が示す研究方針に従う。また、国家科学技術会議（NSTC） の報告書「The Future 
of Land Imaging」（2006 年）に準拠して、各省庁の地球観測活動の足並みを揃えること

に重点を置く。 
 
● 次世代航空輸送システム 

各省庁が航空輸送システムに関する研究開発を行う際は、次世代航空輸送システム構想

（NGATS）に可能な限り準拠する事とする。尚、NGATS（Next Generation Air 

                                                 
60 CCSP（Climate Change Science Program）： 気候変動の不確実性への対処およびSAP（総合判断・

評価報告書）の作成を目的としたものであり、2002 年 2 月に大統領が気候変動技術計画（CCTP）と同

時に発表した。航空宇宙局、国立科学財団、海洋大気局、エネルギー省を中心に各省庁が携わっている

が、航空宇宙局が最主力機関である。研究開発対象は大気組成、気候変動、水循環、炭素循環、土地利

用と植生の変化、生態系、人間活動の影響である。 
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Transportation System）とは 2003 年に開始されたイニシアティブであり、2025 年まで

に米国の航空輸送システムを変換することを目的としている。運輸省、国防省、国土安全

保障省、商務省、連邦航空局、航空宇宙局、大統領府科学技術政策局が参画しており、航

空輸送システムの順応性、混乱からの回復能力、高度な自動化、テロ等に対するセキュリ

ティー、飛行の安全性、旅客や貨物の輸送および航空機運行の効率化、コックピット内の

IT 技術、より進んだ航行技術、離着陸技術、高度な天候変化対応技術などが研究開発対象

である。 
 
● 連邦政府科学コレクション 
 

連邦政府科学コレクション（Federal Science Collection）として国民の健康と安全、国

土安全保障、貿易・経済開発、医療研究、環境監視などに必須となる情報の収集、保存、

活用に関する戦略計画を目下作成中であり、各省庁も計画作成活動、およびその後の実施

に参画する事とする。 
 
● 科学政策のための科学 
 

各省庁は科学政策のための科学（Science of Science Policy）の推進に必要な個別活動と

連携活動を続行し、また省庁連携のためのプロセスに参加する事とする。尚、科学政策の

ための科学とは、研究開発投資がもたらす影響をより確実な方法で評価し、その影響を測

る適切な指標を定義し、グローバリゼーションの影響を解明し、連邦政府の科学政策の意

思決定基盤および能力を向上させるための研究である。国立科学財団が主導している。 
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2.5 人材・大学関連政策 
 
2.5.1  研究人材育成 

 
米国の競争力強化のために研究人材の育成が重要であることは、パルミザーノレポート

やオーガスティンレポートにおいて言及されており、米国競争力イニシアティブや米国競

争力法においても施策が謳われている。よって、その重要性は十分に認識されている段階

にある。以下に、既に実施されている連邦政府による取り組み事例を紹介する。 
 
● 労働省： 地域経済における人材イノベーション 

DOL（労働省）のETA61（雇用訓練局）主導の「WIRED62：地域経済開発における人

材イノベーション」イニシアティブは、地域経済の核となる人材の育成を通じて地域経済

開発を狙う新しい取り組みである。本イニシアティブでは、研究者などの人材育成を目指

し、画期的な人材育成プログラムを採用している 13 のモデル地域が選定され、その地域

に対して 3 年間の補助金支給が行われている。2005 年 11 月には最初の 13 地域が、以降

2006 年、2007 年にも支援対象地域が選ばれ、合計 39 地域が本イニシアティブの下、支

援を受けている。 
プログラムの効果についての評価は、カリフォルニア大学サンディエゴ校とバークレー

政策研究所（Berkeley Policy Associates）が行う。更に ETA では、各モデル地域におけ

る成果をベストプラクティスとして纏め、積極的に情報を提供することを計画している。

この計画により、モデル地域として選定されなかった地域も本イニシアティブの成果を活

用することができる。 
 
● NIH： パイオニアに与える NIH ディレクター賞 

NIHでは、2004 年から「NDPA63：パイオニアに与えるNIHディレクター賞」プログラ

ムを実施している。本プログラムは、NIHロードマップイニシアティブ64の一環として実

施されているもので、バイオ医療・行動学研究分野において、既存の形にとらわれないイ

ノベーティブな研究アイデアに挑戦し、その成果が科学的･社会的に大きなインパクトを及

ぼすことが期待できる研究を行う若手科学者に対して支援を行うものである。 
NDPA が NIH の他のグラントと大きく異なる点のひとつとしてその支給額が挙げられ

る。2006 年の一般的な NIH グラント平均額は年間 34 万ドルである一方、NDPA の年間

支援額は、一人に対し年間 50 万ドル・5 年間で総額 250 万ドルとなっている。その他特

筆すべきは、NDPA が特定の研究プロジェクトに対して支援を行うというよりも、ライフ

サイエンス研究分野の難問に先駆的な方法でアプローチしようとする、「科学者個人」に

                                                 
61 Employment and Training Administration 
62 Workforce Innovation in Regional Economic Development 
63 NIH Director’s Pioneer Award 
64 医学研究に対し、より効果的・効率的な支援方法を分析、策定することを目標としたロードマップ 
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対する支援であるという点である。 

NPDAでは、グラントは 1 年につき 10 プロジェクト程度に限られているが、通常のグ

ラントでは受給の機会が少なくなりがちな、女性研究者やマイノリティー研究者65による

応募を特に歓迎している。それを実証するように、2005 年～2007 年の受給者は、4 割以

上が女性あるいはマイノリティー研究者という結果となっている。 
 
● 全米アカデミー： リサーチ・アソシエーツ・プログラム 

全米アカデミーが連邦政府から委託を受けて運営している、RAP66（研究連携プログラ

ム）は、国立研究所での研究機会を優秀なポスドクや科学者に対し広く提供するフェロー

シッププログラムである。本プログラムは、様々な研究所での研究経験を通じて、能力の

高い研究者に経験を積む機会を与えることと、連邦政府や国立研究所でのキャリアを目指

す研究者を増やすことを目的としている。 
RAPは、1954 年に開始した 50 年以上の歴史を持つプログラムであるが、開始当初のス

ポンサー団体は、NIST（国立標準技術研究所）だけであった。しかし、翌年にはNRL67

（米国海軍研究試験所）が参加、そして年を追うごとに他の連邦省庁もスポンサーとして

名を連ね、その規模を拡大して行った。現在では 30 近い連邦省庁が、これまでに 1 万 1
千以上のフェローシップをポスドクや科学者・エンジニアに提供し、彼らの国立研究所で

の活動を支援してきている。研究者はフェローシップから、年間およそ 5 万ドルの奨学金

68を与えられ、通常 1～2 年間、国立研究所において研究に専念できる環境を与えられる。 
本プログラムに参加するポスドクや科学者は、国立研究所所属の一流科学者との交流や、

研究所の設備やデータの利用など、多くのメリットを受ける一方で、自身の技能やアイデ

アを活かして各研究所に貢献することも期待されている。プログラムに参加した科学者は、

その 40%以上が国立研究所所属研究者としての道を選び、そうでない場合でも大学や企業

の研究者としての成功を収め、研究所との長期的な連携関係を確立する場合が多いという。 
 
● NSF： 工学研究センター（ERC） 

NSF（国立科学財団）の工学局69は、将来のエンジニアリング研究を担う大学院生を中

心に、優秀な学生の育成と研究の多様化を目指している。工学局の中でも、技術開発や教

育におけるイノベーションを促進するような研究や教育活動を支援するEEC70（工学教育

センター部）では、センターオブエクセレンス型のプログラムである「ERC71：工学研究

センター」プログラムを実施している。ERCプログラムは、ミッションとして下記の 3 点

に重点を置いている。 
・ 学際的な研究： 工学及び基礎科学研究の両面から、技術革新のために必要な基礎研

                                                 
65 研究コミュニティーにおいて、相対的人口が著しく少ない有色人種（黒人・ラテン系米国人）や障害

者を指す。 
66 Research Associateship Program 
67 Naval Research Laboratory 
68 研究施設により異なるが、およそ 3 万ドル～6 万 8 千ドルの間となっている。 
69 Directorate for Engineering 
70 Division of Engineering and Education Centers 
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究課題を指摘し、それらを解決するような研究活動を行う。次世代の工学システム開

発に重点を置きつつ、ERC では科学・工学・産業間のシナジー形成も目指す。 
・ 教育： 各センターでは、大学生と大学院生が共同で学際的研究に取り組むこととす

る。 
・ 産学連携と技術移転： 産学提携を進めることも目標としており、技術移転を促進す

る。 
ERC プログラムでは、米国内各地の大学において ERC センターを開設・運営すること

をプログラムの目的としており、ERC を通じて研究開発における産学連携の活性化と大学

院生に対する研究機会の提供を狙いとしている。各大学に設置された ERC センターは、

NSF からの支援機間（通常 10 年）が終了した後も民間メンバーからの会費収入などを通

じ、研究・教育活動を継続することが期待されている。 
ERC プログラムへの応募が認められているのは、博士課程を含む工学部大学院を備え、

且つ活動のサポート体制が整っている大学である。プログラムにおける提携企業の役割と

しては、大学で研究開発された技術の商用化を支援することが求められている。また、海

外の大学も研究活動の中核的パートナーとして迎え入れることができる。 
2008 年度には、EEC は 5 件の ERC センターを支援する計画を立てており、2008 年度

予算として 1625 万ドルが予定されている。 
 
● NSF： 国際教育協力プログラム（PIRE） 
 米国での自由な研究環境は海外研究者を引き付けており、また米国側も優秀な外国人の

受け入れには積極的に取組んでいる。一方で、米国人研究者は国際的研究の経験が乏しい

傾向がある。事実、2001 年 11 月に NSB（科学審議会）が発表した報告書「国際科学・工

学における米国政府の役割をより効果的なものとするために（Toward A More Effective 
Role for the U.S. Government in International Science and Engineering）」では、米国

人研究者が海外研究者と協力して研究を遂行することは稀であることが指摘されており、

同報告書内では米研究者の海外における国際研究への参加を促す為、NSF は国際科学技術

事業への支援を重点的に行うべきであるとの提唱が行われた。 
同レポートの提案を受け、NSFでは海外からの研究者受け入れだけでなく、双方向の国

際協同研究活動も重視した新しいグラントプログラムであるPIRE72（国際教育協力プログ

ラム）を 2006 年に開始した。本プログラムは、米国籍を有する大学生・大学院生及びポ

スドクに対し海外での研究活動実施や、米国人研究者と海外機関との共同研究実施を支援

するためにグラントを支給している。このグラントが他のグラントと異なるのは、支給先

が研究者個人ではなく大学であるという点であるが、これは大学という組織レベルでの支

援体制を構築するためである。支給期間や額はプログラムの規模により様々であるが、5
年間 250 万ドルが平均的となっている。2006 年に 12 大学に対して最初のグラントが支給

され、2007 年には 20 大学が選出されている。 

                                                                                                                                               
71 Engineering Research Centers 
72 Partnership for International Research and Education 
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2.5.2  大学改革 

 
米国大学での研究開発に対する支援はその多くが連邦省庁によるものであり、2006 年に

おける連邦政府からの支援額は米国の大学における研究開発支出額合計の約 63%を占め

る。大学における研究開発支出額は年々増加する傾向にあり、2005 年度と比較すると全体

では 4.0%の増加、連邦政府による支援額は 2.8%の伸びとなっている。 
 

資金源 金額（億ドル） 割合（％） 

連邦政府 300.3 62.9

州・地方政府 30.2 6.3

産業界 24.3 5.1

大学資金73 90.6 19.0

その他 32.2 6.7

合計 477.6

表 2-9 大学における研究開発支出額内訳（2006 年） 

 
研究開発支出を分野別に見ると、合計の 75.5%を占める約 360 億ドルが基礎研究に、残

るおよそ 117 億ドルが応用研究・開発に充てられている。また、全体の 60%を超える 288
億ドルはライフサイエンス分野に対する研究開発支出となっている。 

 
上述の様に連邦政府の支援に依るところが大きい大学での研究開発支出額は増加傾向

にあるが、一方で制度上の問題点を有している。その問題点とはバイ・ドール法（Bayh-Dole 
Act of 1980）である。 

1980 年に成立したバイ・ドール法（Bayh-Dole Act of 1980）は、連邦政府から助成を

受けて行なわれた研究に対する知的財産権の帰属先を規定した法律であり、大学・企業・

非営利団体など、研究を行った団体が知的財産権を保有することを定めている。同法の成

立から 25 年以上が過ぎ、その成果を検証してみると、同法によって大学技術移転が促進

されたという効果が認められるものの、大学が知的財産権の所有に固執するが故に、産学

連携に滞りが生じているという弊害も指摘されている。特に、知財権の交渉などで、合意

までに長期間かかる米国大学との共同研究を嫌い、知的財産権所有にこだわらない海外大

学との連携を優先する企業も増えており、米国大学離れを招いていることが問題視されて

いる。その他にも、大学がライセンスによる増収を目指すことに力を入れすぎ、技術移転

を通じて社会へ研究成果を還元するという大学本来の役割から離れているという現象も指

摘されている。 
                                                 
73 大学資金とは、各大学で研究開発に充てている資金、寄付、連邦政府のグラントやコントラクトなど

からの間接経費回収分などを指す。 
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これら課題に対する解決策として、新たな産学提携モデルを模索する動きが見られる。

そのひとつとして、IBM社では、産学協同研究による成果を公共に無料公開することを定

めるオープンコラボレーション原則74に基づいた新たな研究を行う為に、2006 年 12 月に、

オープンコラボラティブ研究プログラム（Open Collaborative Research Program）の開

始を決定した。このプログラムでは、カーネギーメロン大学を始めとする 7 大学が参加し、

ソフトウェアクオリティの分析や数学的最適化ソフトウェアの開発などに取組んでいる。 
また、全米アカデミーのGUIRR75（産学官連携のための協議会）は、UIDP76（産学デ

モンストレーションパートナーシップ）を設立し、産学連携の促進を支援している。この

支援内容は、産学連携における問題について産学間の積極的な対話や、様々な実証的取り

組みを行うといった活動を通じて、産学連携における基本原則の策定や、ベストプラクテ

ィスの収集・普及など、産学連携の枠組み作りを行うものである。 
 
● 連邦政府による大学改革 

連邦政府による大学改革の取り組みのひとつとして、全ての大学生に対するSTEM77教

育内容の向上を目指すことを目的とした、NSFによるCCLI78（教育カリキュラムや研究設

備改善プログラム）がある。 
CCLI プログラムでは、次に示す STEM 教育に必要な 5 つのステップのうち、少なくと

も 1 つのステップを含む活動に対して支援を行っている。 
① 新しい教材や指導技術の開発： イノベーティブな指導手法や教材の開発、既存の教

材・指導方法の再開発によって、新しい手法を完成させる。 
② 教員の専門知識構築： 新しい指導方法や教材を使いこなす為に、教員が新たな知識

を習得する機会を提供する。幅広い教員層に対応できるような、短期ワークショップ

やネットワーキングなどの活動が挙げられる。 
③ 教育的イノベーションの適用： ①・②で開発された手法や教材、教員による知識構

築方法を実施するための活動を開発する。 
④ 学生の達成度評価： ③で実施された活動によって、学生に対してどのような成果が

表れたかの評価を行う。 
⑤ 大学生に対する STEM 教育の研究実施： ①～④のステップを受け、大学生に対する

有効な STEM 教育を更に開発する為の研究を行い、より良い教育手法や教材の開発に

繋げる。 
2000 年に開始した本プログラムは、2004 年の時点でおよそ 1,750 プロジェクトが実施

され、600 大学以上が参加するという大規模なものとなっている。最新の CCLI 参加校募

集情報は次のような内容となっており、プロジェクトを 3 段階に区分している。 

                                                 
74 この原則は、2005 年、IBM社、インテル社、イノベーション促進を支援するカウフマン財団（Kauffman 
Foundation）など 12 団体が参加した大学企業イノベーションサミット（University-Industry Innovation 
Summit）において策定された。 
75 Government-University-Industry Research Roundtable 
76 University-Industry Demonstration Partnership 
77 科学（science）、技術（technology,）、工学（engineering）、数学（mathematics）の総称。  
78 Course, Curriculum, and Laboratory Improvement 
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段階 
プロジェクト

数 

プロジェクト当りの

予算・期間 

【第 1 段階】 探索的プロジェクト 

CCLI モデル 5 ステップ中の 1～2 ステップを、1 大学

内の限られた学生・教員で実行 

70～90
15 万ドル

1～3 年

【第 2 段階】 拡大プロジェクト 

第 1 段階での成功例を用いて、2 ステップ以上をより

大勢の学生・教員で実行 

20～30
50 万ドル

2～4 年

【第 3 段階】 包括的プロジェクト 

大学規模での実証的取り組み 
2～5

200 万ドル

3～5 年

表 2-10 CCLI段階別プロジェクト数・予算概要（2007-2008 年） 

 
● 自助努力による大学改革 
 
【ミネソタ大学】 

これまで海外への留学は文系の大学生の間で一般的であったが、研究活動の国際化に伴

い、理系専攻の学生を対象とした留学プログラムや海外研究プログラムを提供する米国大

学が増えている。そのような科学技術分野の学生をターゲットとした留学プログラム、海

外研究プログラムを提供し、成功している大学の例としてミネソタ大学（University of 
Minnesota）が挙げられる。 

ミネソタ大学では、OPI79（国際プログラム部）が海外からの留学生や研究者のサポー

トなども含む大学における全ての国際的プログラム、及び海外 250 以上の留学プログラム

なども統括している。ここまでは他の大学でも見られる国際化活動であるが、ミネソタ大

学がユニークである点は、OPIの傘下機関としてLAC80（海外留学センター）を設け、LAC
が中心となり「カリキュラム・インテグレーション・イニシアティブ（Curriculum 
Integration Initiative）」と呼ばれる国際化プログラムを推進している点で、同プログラ

ムにより学内と授業の国際化に成功している。 
カリキュラム・インテグレーションは、1990 年代に同大学で試験的に開始されたプログ

ラムで、学生の留学プログラムと日々の授業内容を連動させることを目的としている。同

イニシアティブの成功の陰には、大学の留学担当事務局（university’s study abroad office）
と技術研究所（Institute of Technology）のコラボレーションがあり、留学プログラムを

学生に提供する事務局が学部側と提携することにより、理系専攻学生の留学促進につなが

っている。このように、留学事務局、学部、学生につく指導教官（academic adviser）、

学生の留学先の担当教官など、関係のある教育者や学部をすべて巻き込んでの留学プログ

ラムは「ミネソタ・モデル（Minnesota Model）」と呼ばれるまでになっている。 
LACはカリキュラム・インテグレーションの一環として、学部や指導教官に対し、留学プ

ログラムのベストプラクティスについてのワークショップを開催したり、留学先の大学や

                                                 
79 Office of International Programs 
80 Learning Abroad Center 
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機関を教授などが訪問する際のサポートを提供したりしている。これに加え、LACは

CTL81（指導・学習センター）と協力し、教授とCTLの連携によって、国際的教材や留学

時の学習内容などを普段の授業に取り込むことができるような支援体制を確立している。

同大学では、このような支援体制を全ての学部に対して提供しており、単に留学プログラ

ムを提供するだけでなく、日々の授業や教授陣も巻き込んで、学内全体の国際化への取り

組みを行っている。 
 
【オリン大学】 

マサチューセッツ州にあるオリン大学（Olin College）は、1997 年に非営利団体のオリ

ン財団（F.W. Olin Foundation）によって設立された新しい工科大学である。同大学は、

イノベーティブな工学教育を通じて、次世代のリーダーを育成することを目的としており、

これまでの大学にはない下記のような特徴を持つ。 
・ 学部制度は取らない。 
・ 教授のテニュアは設定しない。 
・ 全学生に対し自動的にオリン奨学金制度（Olin Scholarship）の受給資格が与えられる

ため、授業料は無料。 
・ オリン・トライアングル（Olin Triangle）と呼ばれるカリキュラム原則を有し、①卓

越した工学、②リベラルアート（教養）③起業精神のバランスを持つ同大学独自のカ

リキュラムが作成されている。このカリキュラムは、社会で即戦力となる為に必要な

学際的な能力を持つ人材の育成に役立っている。 
・ 他の工科大学より、教員と女子学生の割合が多い。 
 

多くの授業がプロジェクトベースで進む同大学では、4 年次にその集大成として

SCOPE82（工学のためのシニア・コンサルティング・プログラム）が行われる。SCOPE
は、4～8 人の 4 年生が 1 チームとなり、オリン大学教授指導の下、実在のクライアントを

対象とした工学プロジェクトに取り組むというものである。SCOPEのパートナー企業と

しては、ボーイング（Boeing）やHPなど大手企業の参加も見られる。以下にプロジェク

ト例を示す。 
 

パートナー企業 プロジェクトの概要 

ボーイング（航空） 

Boeing 

商業航空機向けの超軽量座席の概念確立、定義、有効

性の証明。 

ボストン・サイエンティフィック

（医療） Boston Scientific 

内視鏡手術で利用される外科機器の開発。 

HP（コンピュータ） HP のプリンター技術を使った新ビジネスの開発。 

IBM（コンピュータ、ソリューシ

ョン） 

小売店向け次世代ストレージ・ソリューションの開発。 

                                                 
81 Center for Teaching and Learning 
82 Senior Consulting Program for Engineering 
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レックスマーク（プリンター） 

Lexmark 

同社の多機能プリンターの新機能のデザインおよびプロ

トタイプの開発。 

ノーテル・ネットワーク（テレコ

ム） Nortel Networks 

テレコムを利用した高齢者向けヘルスケア製品・サービス

の開発。 

表 2-11 オリン大学SCOPEプロジェクトの例 

 
【ハーバード大学】 

ハーバード大学は、優秀な人材の確保やより良い研究への取り組みなどに関する自助努

力を他の大学に先駆けて行っている。この自助努力の例として、①中産階級の学生に対す

る学費支援を行うことによる優秀な人材の確保、②学際的研究をより盛んに行うための環

境・体制作りが挙げられる。 
 
① 中産階級の学生に対する学費支援プログラム 

2001 年に、米国の有名私立大学の中ではプリンストン大学（Princeton University）が

いち早く学費ローンプログラムの改革に着手したことを皮切りに、より幅広い所得階級層

より優秀な人材を獲得しようという動きが見られる。その中でも、ハーバード大学が 2007
年 12 月に発表したプログラムは、手法が新しいことで注目を集めている。同大学は 2008
年秋入学する学生以降を対象に、学費ローンプログラムを廃止することにし、その代わり

に下記のように、学生の家庭収入別に授業料を設定するプログラムを導入することを決定

した。 
・ 家庭の収入が 12 万ドルから 18 万ドル未満の学生： 家庭収入の 10% 
・ 家庭の収入が 6 万ドルから 12 万ドル未満の学生： 家庭収入の 0%から 10%の間 
・ 家庭の収入が 6 万ドル未満の学生： 無料 
従って、家庭収入が 18 万ドルの学生は、1 万 8 千ドルを学費として支払うこととなり、現

行の 3 万ドル前後に比べて数段安くなることが分かる。 
ハーバード大学は、このような学費支援により、①より幅広い経済的背景を持つ学生の

確保が可能となる、②より優秀な学生を獲得することが可能となる、といった 2 点に同プ

ログラムの有益性を見出している。本プログラムに対しては、連邦議会からも賛同の声が

上がっている。 
 
② 学際的研究の活発化 

ハーバード大学の教授会内に設けられたUPCSE83（理学工学計画委員会）は、2006 年

7 月 14 日にハーバード大学全体の組織と教育に関する全面的改革を訴える内容の中間報

告書「ハーバード大学における科学・工学の強化に向けて（Enhancing Science and 
Engineering at Harvard）」を大学管理者に提出した。 

同中間報告において注目すべき点は、学部や研究室間の壁を取り除くことによって、学

際的な研究や教育を推進し、それによってハーバード大学が伝統的に秀でている科学、工

学、数学などといった分野でのリーダーシップ維持に努めるべきであるとしている点であ

                                                 
83 University Planning Committee for Science and Engineering 
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る。また、医学大学院も含めた学部横断的研究を推進することを目的とした団体の設置も

提案されている。さらに、同報告書においてハーバード大学のケンブリッジキャンパスと

ロングウッド医学キャンパスに新たな設備投資を行うことで、同大学における学際的研究

をより活発化させるとしている。その他、大学院生が複数の学部間における学際的研究機

会を最大限に活用することができるような仕組みを構築することも推薦事項として挙げて

いる。 
このように学際的研究を促進することで、より柔軟性のある研究活動や、イノベーショ

ンを生む環境作りが行われると同報告書ではまとめている。
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2.6 地域イノベーション政策 
 
2.6.1  連邦政府による施策 

 
連邦省庁による地域イノベーション支援策としては、2000 年からNSFが実施している

PFI84（イノベーション・パートナーシップ）が挙げられる。目的は、研究・開発に強い

大学などの研究機関と、製品の商用化に強い産業セクターの間の連携を促進することによ

る地域イノベーションの創出であり、最終目標は、①イノベーションを通じ、研究教育機

関から創出された知識や技術を地域・国家経済の発展・向上へ貢献するような実用品への

転換促進、② 大学や研究機関による産学連携機会の拡大、③イノベーションに必要なイン

フラの整備と長期活用である。この目標に則り、産学、或いは産官学がチームとなって研

究を行うプロジェクトを対象とし、年間 10～15 プロジェクト、1 プロジェクトにつき最

大 60 万ドルを支給している。また、1 プロジェクトの継続期間は 2～3 年間である。 
これまでに PFI プログラムを通じて支援が行われたプロジェクトの例を、次に示す。 

 

プロジェクト例 内容 

カンザス・バイオ科学技術

商用化促進プロジェクト 

（カンザス州立大学他、8 団

体） 

カンザス州立大学を中心に、同地域におけるバイオ科学分

野の研究インフラの整備、知的財産権創出のメカニズムの

策定、新技術の商業化を進めるもの。2004 年 10 月から 3 年

間のプロジェクトで、約 59 万 2000 ドルが支給された。 

バイオ工学イノベーションと

基礎・応用研究における持

続可能なネットワーク構築

プロジェクト 

（バージニア大学他、IBM な

ど 13 企業、14 大学） 

バイオ工学分野における、持続可能な産学ネットワークを構

築し、イノベーションを推進する環境を整え、急成長するバイ

オ工学分野に対応する人材を育成するもの。2007 年 3 月か

ら 3 年間のプロジェクトで、約 59 万 8500 ドルが支給される予

定。 

知識ベース看護イニシアテ

ィブ 

（ウィスコンシン大学他、2

団体） 

医療研究機関での研究成果を看護現場から検索可能にす

る、看護情報検索保管システムの構築を目指す。研究機関

と看護現場では異なる専門用語が用いられているが、検索

された結果は現場で利用できる形になっている。看護情報

検索保管システムを利用することで、最新の医療発見をより

早く現場で採用することが狙い。2007 年 2 月から 2 年間のプ

ロジェクトで、約 59 万 8500 ドルが支給される予定。 

ポリマーナノ合成物製造プ

ログラム（サウスカロライナ

大学他、3 企業、1 大学） 

ポリマーナノ合成物についての知識をポリマー製造過程に

適用し、新しいプラスチック製品の開発・商用化を目指すも

の。2007 年 3 月から 3 年間のプロジェクトで、60 万ドルが支

給される予定。 

表 2-12 PFIによるプロジェクトの例 
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2.6.2  州政府による施策 

 
米国では各州レベルで独自のイノベーション政策が取られており、科学技術産業の活性

化による州内経済の発展や、そのための優秀な人材の育成や確保が行われている。本項で

は米国の中でもそのようなイノベーション政策に特に力を入れているカリフォルニア州、

ニューヨーク州、メリーランド州、ニューメキシコ州、ペンシルバニア州、オハイオ州、

アリゾナ州、ワシントン州、ニュージャージー州のイノベーション政策を例として挙げる。 
 
● カリフォルニア州 
 カリフォルニア州では、州法によって設置され、州政府に対し科学技術政策の提言をし

ているCCST85（カリフォルニア州科学技術審議会）がイノベーション関連政策の提言を

している。また、同じく州法によって設置された、CIRM86（カリフォルニア州再生医療

協会）が幹細胞研究を中心に、州内の医療や科学に関する研究開発活動支援などを実施し

ている。 
CCST は、1988 年に設置された機関で、カリフォルニア州政府に対し、科学技術政策に

関する政策提言などをすることを目的とし、NRC（米国学術研究会議）をモデルに活動し

ている。これまでカリフォルニア州内における科学技術界のニーズに沿い、州政府に対し

遺伝子組み換え植物に関する政策提言を 2002 年に、ナノテクノロジーに関する政策提言

を 2005 年に、CIRM の設置や知的財産権に関する政策提言を 2006 年に行っている。 
また、2005 年 10 月に「強まる嵐を超えて（オーガスティンレポート）」が発表された

後には、カリフォルニア州においてもイノベーション政策に力を注ぐため、①義務教育、

②研究、③優秀な人材の確保、④イノベーション、といった 4 つの調査特別委員会を設け

政策提言を強化している。その成果もあり、カリフォルニア州ではバイオやナノテクノロ

ジー産業における研究開発活動などを支援する「研究とイノベーションイニシアティブ

（Research and Innovation Initiative）」が開始され、9500 万ドルが従来の研究開発支

援費に上乗せされる形で投入されることが決定している。 
一方、CIRM は 2004 年 11 月の州民投票により設立が決定した機関で、州内の大学やそ

の他の研究所における科学と医療研究の躍進を図るための支援機関となっており、特に幹

細胞研究支援をその支援活動の中核に据えている。CIRM を通じた幹細胞研究支援のため

に 30 億ドルの基金を設立し、州内にて幹細胞研究を活性化させることを定めた州法「カ

リフォルニア州幹細胞研究と治療法案（California Stem Cell Research and Cures Act）」

の取り決めに沿って様々な研究支援を実施している。 
 
● ニューヨーク州 

ニューヨーク州では、州内における経済成長を促すために技術開発やイノベーション、

技術の商用化などの支援を NYSTAR（発音：ナイスター）が提供している。NYSTAR は、
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ニューヨーク州政府の「科学・技術・イノベーション基金（New York State Foundation for 
Science, Technology and Innovation）」が運営しており、州法「2000 の仕事（Jobs 2000 
Act: J2A）」の下に 1999 年に開始された。NYSTAR の活動目的は以下の通り。 
・ イノベーティブな技術を活用することにより、ニューヨーク州内の既存企業とベンチ

ャー企業を支援する。 

・ 技術開発と商用化のための官民パートナーシップ提携努力を引き続き促進させる。 
・ ニューヨーク州内の短期大学、大学、その他の研究機関における研究能力と専門的技

能を向上させる。 
・ 科学技術関連スキルを持つ、人材育成のための努力・活動を支援する。 
・ ニューヨーク州の技術と学術研究資産を活かせるような科学技術政策を提言する。 
NYSTAR の開始以降、ニューヨーク州は総額 3 億 1,600 万ドルを州内大学やその他研究

所における研究開発活動に投じ、300 以上もある州内の大学研究所やその他の研究所を連

携させ、開発された技術が将来の研究開発活動や商用化につながるような技術に対する支

援を行っている。 
 
● メリーランド州 
 

メリーランド州では、州内の科学技術産業を活発化させることを目的としたTEDCO87

（メリーランド技術開発会社）の設立を 1998 年の州議会総会にて決議しており、現在

TEDCOを中心として様々な科学技術支援活動を実施している。TEDCOの活動目的は、①

高等教育機関と州内企業の提携を促すことにより、高等教育機関にて開発される技術の商

用化と技術移転を促進させること、②民間企業における商用化活動を支援すること、③州

内全域においてビジネスを展開・維持することができるよう科学技術の商用化を促進させ、

ハイテク産業における雇用と起業を促すためインキュベーターとして機能すること、の 3
点となっている。 

上記のような目的を遂行するために TEDCO が提供している支援プログラムは、①資金

提供プログラム、②ビジネス支援プログラム、③連邦研究所とのプログラム、④ビジネス・

インキュベーションの 4 つに分かれている。 
科学技術分野におけるメリーランド州の強みは、州内に 13 もの国立研究所が点在して

いることで、国立研究所と TEDCO が連携できる体制があることにある。国立研究所を通

じ、メリーランド州内には 800万ドルを超えるグラントが提供されていると言われている。 
 
● ニューメキシコ州 
 ニューメキシコ州は、エネルギー・航空宇宙関連の国立研究所を中心とし、科学技術産

業が発達している州で、国立研究所と大学研究所に対して毎年約 60 億ドルの連邦資金が

投資されている。ニューメキシコ州では、州政府機関であるEDD88（経済開発省）とその

                                                                                                                                               
86 California Institute for Regenerative Medicine 
87 Maryland Technology Development Corporation 
88 Economic Development Department 
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傘下機関のOST89（科学技術局）が中心となりイノベーション政策や科学技術政策を実施

している。 
EDD は、技術系産業に限らずニューメキシコ州内の企業活動に対し様々な支援を提供

している。その支援の中心が税制控除などのプログラムで、このほかビジネス・インキュ

ベーターとして起業支援の実施や、その他の資金提供機関の紹介といった活動を実施して

いる。 
一方 OST は、ニューメキシコ州が科学技術政策重点項目として掲げる①宇宙航空、②

生命科学、③エネルギー・環境・水、④IT、⑤ナノテクノロジーといった 5 分野に州内新

興産業支援を加えた 6 つの活動部門を設定し活動を実施している。本拠地をサンタフェに

置く OST は、1991 年に州内のハイテク産業を活性化させることを目的に EDD 傘下機関

として設置され、先述の 6 部門の産業におけるビジネス・アドバイスや産業モニタリング

を実施したり、その他技術支援を提供したりしている。OST は州内に拠点を持つ連邦省庁

研究所や大学研究所、また、その他研究機関などをパートナーに持ち、起業家などが必要

としている支援を提供できるパートナー機関を紹介するなどとしたサービスも提供してい

る。OST の主要プログラムを以下に示す。 
・ 起業家のためのビジネス支援 

・ 技術評価プログラム 

・ 技術研修プログラム 

・ テレコミュニケーションに関する啓蒙活動 

・ ニューメキシコ州内にて事業展開する際の優遇政策（税制控除など） 

 
● ペンシルバニア州 

ペンシルバニア州では、ペンシルバニア州政府機関であるDCED90（地域・経済開発省）

が中心となり、様々なイノベーション政策を実施している。DCEDが実施しているイノベ

ーション関連政策は、2004 年 4 月に州議会の承認によって成立した「経済刺激プラン

（Economic Stimulus Plan）」に基づいたものとなっている。以下にその内容を示す。 
・ 約 28 億ドルをローンやグラント、保証として投資する。 

・ 経済と地域社会発展のために、民間投資約 50 億ドルを活用するプログラムを策定・実

施する。 

・ 遠隔地、都市部、郊外への投資を行う。 

・ 小都市やその地域のみを対象とした、経済支援のための新たな資本提供プログラムを

設ける。 

・ ペンシルバニア州を不動産とビジネス開発におけるリーダーにするため、新たなツー

ルを投入する。 

・ 成長率の高い企業を誘致するための優遇政策やサービスを実施する。 

・ 製造業などといった伝統のある産業が、その生産性を高めるために必要な新技術など

の資源へアクセスできるようにする。 

この経済刺激プランの内容をもとに DCED は、①ビジネス支援、②地域開発、③技術投資、

④地方自治体サービス、⑤国際ビジネス、といった 5 分野に渡る支援を展開している。こ

                                                 
89 Office of Science and Technology 
90 Pennsylvania Department of Community and Economic Development 
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のうち、DCED による技術投資支援は、①金銭的支援、②科学技術関連経済支援、③産業

イニシアティブ、④研究開発からなる。 
 
● オハイオ州 

オハイオ州では、州政府機関であるODOD91（開発局）が中心となり州内におけるイノ

ベーションや技術研究活動を支援している。また、オハイオ州では 2002 年 2 月よりODOD
が中心となり、「サード・フロンティア・プロジェクト（Third Frontier Project）」と呼

ばれるイニシアティブを実施しており、同イニシアティブを通じ様々な研究支援活動が提

供されている。 
ODOD は、州内において開発された技術を商用化につなげるような商用化インフラの整

備と、州内の製造業や技術系企業の国際的競争力の強化を通じ、起業しやすい環境を生み

出すことを目的とし、サード・フロンティア・プロジェクトやエジソン技術センター

（Edison Technology Centers）を含む技術系の経済開発プログラムを実施している。エ

ジソン技術センターは、オハイオ州内 7 カ所に設けられており、アーリーステージにある

企業に対し、商品デザイン支援やプロトタイプ作成支援などといった、商用化サービスや

イノベーションのきっかけとなるようなサービスを提供している。各地域センターによっ

て地域の産業色を反映し、専門分野などが異なっており、例えば、製造業が盛んなクリー

ブランド市（Cleveland）のセンターでは製造業への支援が充実している一方で、デイト

ン市（Dayton）のセンターでは、当地に密集する精密機器企業に対する支援が中心となっ

ている。さらに、オハイオ州では、「エジソン技術インキュベーター（Edison Technology 
Incubators）」と呼ばれるプログラムを実施して、インキュベーターの設置・運用を通じ

て技術系ベンチャー企業を支援できるような体制を整えている。 
その他、ODOD 内に設置されている戦略的研究部（Office of Strategic Research）が経

済や産業などに関するデータや分析を提供することで、州内のビジネスを支援している。

ODOD のビジネス支援プログラムは、以下のように①起業支援と②企業支援に分かれてい

る。 
①起業支援 ・技術投資に関する税制控除プログラム 
  ・中小企業支援プログラム 
  ・シード前投資プログラム 
  ・ベンチャー投資プログラム 
  ・オハイオ研究・商用化グラントプログラム 
  ・エジソン技術インキュベーター・プログラム 
②企業支援 ・燃料電池産業促進のための支援 
  ・エジソン技術センターによる支援 
  ・エジソンパートナーズ（パートナー機関や企業、大学による企業支援） 

・ローン、グラント、債券、税制控除などのプログラム 
ODOD が実施しているサード・フロンティア・プロジェクトは、2002 年より 10 年間に

わたり 16 億ドルを投入することが予定されている、これはオハイオ州では最大のイノベ

ーション促進イニシアティブで、①世界クラスの研究能力・設備を整備することと、②ア

                                                 
91 Ohio Department of Development 
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ーリーステージにある新製品開発等を支援することの 2 つを大きな目標として掲げている。

サード・フロンティア・プロジェクトが重点分野として挙げているのは、先端材料

（advanced materials）、バイオ科学（biosciences）、IT、機器・制御・電子技術（instruments, 
controls, electronics）、電力・推進力（power and propulsion）の 5 つとなっている。サ

ード・フロンティア・プロジェクト内では 20 のプログラムが設けられており、それらを

通じ 2007 年には 11 の事業グラントが提供されている。 
 
● アリゾナ州 

アリゾナ州では、フェニックス市に拠点を置く非営利団体のフリン財団（Flinn 
Foundation）が 2002 年に、アリゾナ州が将来的にバイオサイエンス分野における米国南

部のリーダー的存在になるために必要な行程や政策・プログラムを示した「アリゾナ・バ

イオサイエンス・ロードマップ（Arizona Bioscience Roadmap）」を策定している。 
同州では、2002 年に、同州はTGen92（遺伝子研究センター）及びIGC93（国際遺伝子

コンソーシアム）という 2 つの遺伝子研究所の誘致に成功した。このことがきっかけで、

バイオ研究への注目・関心が高まったことも、ロードマップ作成へ向けて追い風に働いた

と考えられる。また、同財団からの委託によりバテル社（Battelle）が行った同州につい

ての分析調査によって、アリゾナ州にはバイオサイエンス分野で米国のリーダー的存在に

なりうる要素が数多くそろっているものの、医学研究の強化、インフラの整備、職の創生

において更なる強化が不可欠であることが示されたことも、バイオ分野でアリゾナ州が競

争力をつけるための政策やプログラムを特定することが必要であるという問題意識を州内

に広めた。 
このロードマップは、バイオ産業の研究開発促進を目的としてフリン財団により策定さ

れており、その内容は、アリゾナ州が 2012 年までの 10 年間で、バイオ分野における米国

南部のリーダー的存在になると共に、経済成長を達成する為の道程を示すものである。ロ

ードマップには、下記のような数値目標が盛り込まれている。 
・ アリゾナ州におけるバイオサイエンス研究開発費の 2007 年までの成長率を、研究開発

費成長率上位 10 州に並ぶレベルに上げる。 
・ 2007 年までに、NIH 研究資金 2 億 1,400 万ドルを獲得する。 
・ 州内企業率、企業生存率でバイオサイエンスに強い州の平均を超える。 
・ 州内バイオ投資が 5 年以内に 1 億ドルに達する。 
2007 年に、アリゾナ州はロードマップ策定から 5 年を経過した為、バテル社により中間

評価が行われた。この評価では以下のような成果が上がったと指摘されている。 
・ ロードマップに描かれたゴール達成へ向けて、公共・民間セクターの協力・支援が充

実した。 
・ 州民に対し、州はバイオサイエンスへの取り組み周知に継続的努力をしている。 
・ 公共、民間セクターのリーダーシップは維持されている。 
尚、当初掲げた数値目標については、NIH 研究資金成長率が 2006 年までで 19%成長し、

                                                 
92 Translational Genomics Research Institute 
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この数値は上位 10 州の成長率（23％）に迫るものとなっている。更に、バイオ関連の職

数は 18.5%の増加を示し、これは全米平均を大きく上回る数値となっている。 
 
● ワシントン州 

ワシントン州のイノベーションや科学技術研究を促進させる役割を担っている機関と

して、LSDF94（生命科学発見基金）とWTC95（ワシントン技術センター）が挙げられる。 
LSDFの設立は、2004 年にワシントン州議会に提出された政策提言報告書「バイオ 21：

21 世紀へ向けたワシントン州ヘルスイニシアティブの施行96」に起因する。バイオ 21 は、

ワシントン州が国際経済で勝ち残るためにはイノベーションがカギとなるとし、そのため

の科学技術研究の推進を唱え、①今後 10 年間にわたり 13 億 5,000 万ドルを投資し研究と

商用化プロセスの支援を行う、②研究と商用化を支援するグラントを提供する戦略的財団

を設立する、③産学連携活動を推進する、という 3 点に関わる政策提言をしている。 
2005 年にはクリス・グレゴアー・ワシントン州知事（Governor Chris Gregoire）提出

による法案が州議会を通過し、バイオ 21 内で提言されていたグラント提供機関である

LSDF が設立されるに至った。LSDF の使命はワシントン州内にて行われる先駆的な研究

開発活動を支援し、生命科学における競争力を高め、州内経済を活性化させ、保健と医療

制度を充実させることとなっており、このような目的に沿った研究グラントを 2007 年よ

り提供している。 
WTCは、州内全域にわたり技術とイノベーションを中心とした経済発展を促進すること

を目的としている機関で、①経済的支援や資金へのアクセスを提供する、②研究提携活動

を奨励する、③ビジネス展開における支援を提供する、④研究施設へのアクセスを提供す

る、⑤州内の新興産業への支援を提供する、などといった活動を実施している。このよう

な支援サービスは、1)地域技術的サービス、2)微細加工（Microfabrication）研究所97、3)
産業イニシアティブ、の 3 分野における活動に分類される。 
 
● ニュージャージー州 

ニュージャージー州では、1985 年に設立されたNJCST98（州科学技術委員会）が、同

州における科学技術研究を推進する政策提言や科学技術推進プログラムの開発・策定の中

心的存在である。また、NJCSTは産学連携を奨励し、ニュージャージー州における経済開

発と職の創生に尽力している。 
NJCST が行っている取り組みの 1 つに、エジソン・イノベーション・ゾーン（Edison 

Innovation Zone）がある。これは、カムデン市（Camden）、ニューアーク市（Newark）、
ニュー・ブランズウィック市（New Brunswick）を含む地域に、大学・研究機関・企業を

誘致し、産学連携を進めるためのクラスターを構築するもので、この地域に所在する研究

                                                                                                                                               
93 International Genomics Consortium 
94 Life Sciences Discovery Fund 
95 Washington Technology Center 
96 Implementing Washington State’s Initiative in 21st Century Health 
97 WTCは 15 万平方フィートにわたるマイクロ製造研究所を擁している。 
98 New Jersey Commission on Science and Technology 
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施設・企業には、①資金援助、②最先端の設備・建物、③産学連携機会が与えられるとい

うものである。 
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2.7 主要な科学政策提言レポート 
 
2.7.1  Five for the Future 

 
和名： 将来に向けての 5 つの挑戦 
 

2004 年にイノベートアメリカを発行した競争力評議会99が、世界経済の再評価、および

それを踏まえて競争力強化のために米国が執るべき 5 つの行動計画を纏めた報告書であり、

2007 年 11 月に発行された。行動計画は、基盤的科学技術、エネルギー、人材、リスク管

理、世界経済の 5 項目から構成されている。世界の競争力地勢、競争相手、技術革新、産

業は予測を超えて変化するとの考えの下、目標の設定ではなく、恒常的に現状を再評価し、

最適な行動計画を立て続けていく姿勢が伺える。概要は以下の通り。 
 
世界経済の再評価： 
現在起きている主要な変化を以下に示す。 
・ デジタル化 
・ 世界市場における新たな競争相手の出現（新興経済国） 
・ グローバル企業の増加 
・ グローバルリスクの増加 
・ エネルギー安全保障の重要化 
 
行動計画 1：（基盤的科学技術） 
科学技術でのリーダーシップを維持し続けるため、インターネット技術や高性能計算機と

いった、科学技術の最前線に取り組む。 
 
行動計画 2：（エネルギー） 
安全性（エネルギー安全保障）、持続可能性、また環境面でバランスの取れたエネルギー

システムは、国家と企業の将来の繁栄の原動力となる。よって、エネルギー利用方針を更

新する。 
 
行動計画 3：（人材） 
教育機関による世界的競争に対応した教育、および教育機関と他の機関の連携による技能

研修によって、創造的かつ最先端の人材を育成し、競争力上の優位性を向上させる。 
 
行動計画 4：（リスク管理） 
                                                 
99 Council on Competitiveness： 米国のイノベーションリーダーとしての地位が低下し、米国企業が海

外市場でのシェアを低下させている現状に対処するために、産業団体、学術団体、労働団体のリーダー

によって 1986 年に創設された組織である。 
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顕在化したリスク因子を系統的に管理して、各因子間の相互作用を予期する能力は、企業

の競争力の差異を生む主要因となりうる。よって、リスク情報を管理し、弾力性のある組

織を創る必要がある。 
 
行動計画 5：（世界経済） 
グローバル化は企業の成長や利益を齎す反面、貿易赤字や資本の海外への再配分をも齎す。

また、世界における協力と競争の均衡は変化し続けている。よって、グローバル化に関わ

る課題に対して積極的に取り組む必要がある。 
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2.7.2  Rising Avove the Gathering Storm 

 
和名： 強まる嵐を超えて 
通称： オーガスティンレポート 
 

21 世紀のグローバルコミュニティーにおいて、米国が競争し、繁栄し、そして安全であ

るために、連邦政府の政策担当が強化すべき科学技術事業のアクションについて、そして

これらのアクションを実行するために必要な具体的方策を含む戦略について、上院議員100

の依頼および下院議員 101 の了承のもと、Committee on Prospering in the Global 
Economy of the 21st Century 102により作成され、2005年 10月に発表された。提言はK-12
教育、研究、高等教育、経済政策の 4 項目から構成されており、それぞれの提言に対しア

クションが示されている。全体的な論調として、イノベーション政策が目指す将来の姿は

予測不可であるため、目標の設定ではなく、何かあればいつでも対応できるような環境条

件の整備を目指している。概要は以下の通り。 
 
提言 A：（K-12 理数教育） 
K-12 理数教育を大幅に改善することで、米国の有能な人材プールを拡大する。 
 
主なアクション： 
・ 4 年間の奨学金授与による 1 万人の科学数学教師の採用、そして 1 千万人の教育 
・ 修士プログラムの夏期講習、および先進プレースメント・国際バカロレア（AP／IB）

訓練プログラムによる教育訓練を通じ、25 万人の教師の能力の強化、およびこれによ

る生徒の奮起 
 
提言 B：（長期的な基礎研究） 
「経済の活性」、「安全保障の提供」、「生活の質の向上」を図る新しい発想の流れを維

持・変革するポテンシャルを持つ、長期的な基礎研究への国家による伝統的な関与の維持

強化を行う。 
 
主なアクション： 
・ 連邦政府による長期基礎研究への投資の年 10 パーセントの増加（今後 7 年間） 
・ 米国の最も優れた若手研究者 200 人への、年間 50 万ドル・5 年以上の新たなグラント

の提供 
・ 連邦政府研究機関予算の少なくとも 8 パーセントを、ハイリスク・ハイリターン研究

                                                 
100 Lamar AlexanderおよびJeff Bingaman上院議員 
101 Sherwood BoehlertおよびBart Gordon下院議員 
102 National Academy of Sciences、National Academy of Engineering及びInstitute of Medicineが主体

となり組織された委員会 
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に焦点をあてたプログラムマネージャーの自由裁量ファンドとして配分 

 
提言 C：（理工系高等教育、人材の流動性） 
米国国内そして世界中の最良な学生・科学者・工学者を育成・採用・維持するための教育、

および研究遂行における最も魅力的な環境の構築を行う。 
 
主なアクション： 
・ 4 年間の新たな競争的学部向け奨学金を、米国機関に所属する米国市民 25,000 人に提

供することによる、物理科学・生命科学・工学・数学の学士号を持つ米国市民の数お

よび比率の増大 
・ 科学者および技術者の訓練を目的として、（企業内あるいは大学における）継続教育

を受けさせることを雇用者に奨励するための連邦政府による税控除 
・ 理数系または国家ニーズの高い分野の博士号あるいは同等の資格を適切な米国機関に

おいて取得した外国人学生による米国での仕事探しを目的とした、1 年間のビザ自動延

長 
 
提言 D：（経済・社会的インフラ整備） 
イノベーションにおける世界で優位な地位の確保、製造やマーケッティングのような下流

活動への投資、特許制度の近代化、イノベーションのための税制の再調整、およびブロー

ドバンドの幅広い利用によるイノベーションを基盤とした高収入産業の創出を行う。 
 
主なアクション： 
・ 米国でのイノベーションのための税制優遇措置の提供 
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2.7.3  Inovvate America 

 
和名： イノベートアメリカ 
通称： パルミザーノレポート 
 

2004 年 12 月に競争力評議会103が発表した報告書であり、米国社会全体をイノベーショ

ンに最適な社会に作り変えることを提唱した内容となっている。本報告書の背景には、イ

ノベーションこそが経済発展の原動力であるとの認識と、現在米国のイノベーション能力

は他の諸国に対して圧倒的な地位を占めてはいるがその差が縮まりつつある上、イノベー

ションの質と速度が変化しており、米国はそれに対応できていないのではないかとの危機

感がある。特に、米国への留学生の減少、留学生の母国での就職傾向、米国学生の理系離

れ、海外へのアウトソーシングによる仕事の減少、連邦政府の研究投資の長期的減少傾向、

2003 年に海外からの直接投資額トップの座を中国に明け渡したことなどが、危機感を誘発

している。提言は人材、投資、社会インフラの 3 分野に区分され、更に 10 の目標と 54 の

具体的提言から構成されている。全体的な論調として、イノベーションこそが国家の競争

力維持のための唯一の手段であるという一貫した視点に立ち、広範囲かつ横断的な提言が

なされている。概要は以下の通り。 
 
人材： 
「科学者・技術者の基盤構築」、「次世代イノベーターの育成」、「グローバル経済で成

功する労働者の育成」を目標として掲げ、それを実現するための具体的提言を行っている。

主な提言としては、PSM104プログラムの全州への展開、優秀な理系外国人へのビザと居住

権の付与、民間の奨学金制度への税優遇措置、などがある。 
 
投資： 
「フロンティア研究および学際領域研究の再活性化のための投資」、「企業化による経済

活性化への投資」、「長期研究とハイリスク研究への投資」を目標としている。主な提言

としては、長期研究、基礎研究、およびハイリスク研究への投資の確保（連邦政府の研究

開発予算の 3％をイノベーション研究に向ける）、NSFによる科学技術研究への投資の増

額、イノベーション・ホットスポットの創設（5 年以内に 10 箇所）、サービス科学の創生

と産学連携教育の促進、などがある。 
 
 
                                                 
103 Council on Competitiveness： 米国のイノベーションリーダーとしての地位が低下し、米国企業が

海外市場でのシェアを低下させている現状に対処するために、産業団体、学術団体、労働団体のリーダ

ーによって 1986 年に創設された組織である。 
104 Professional Science Master（専門科学修士）： 連邦政府と企業との連携で開発された学位であり、

特化した学術知識ではなく、複数の科学数学分野の専門知識およびビジネス知識を有し、企業にとって

有益な人材の育成を目的としている。 
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社会インフラ： 
「イノベーション成長戦略に対する国家的コンセンサスの形成」、「21 世紀の知的財産体

制の構築」、「米国製造業の能力強化」、「医療分野を試金石にした 21 世紀のイノベー

ション基盤の構築」を目標としている。主な提言としては、大統領府による国家イノベー

ション戦略の策定、国家イノベーション賞の創設、標準化制度と特許制度とのバランス、

製造センターオブエクセレンスの創設、ヘルスケアを試金石としたイノベーション基盤の

構築、などがある。 
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3. 一般データ 

 
3.1 基礎データ 

 
表 3-1 米国の基本データ（一般）105

国・地域名 アメリカ合衆国 

大統領 
George W. Bush 

任期： 2009 年 1 月 20 日まで 

言語 英語106

人口（2005 年）  3 億 326 万人 

面積 962 万 9091 平方キロメートル 

名目 GDP 総額 
13 兆 2466 億ドル 

1541 兆 6393 億円 

実質 GDP 成長率 3.3％ 

一人あたりの GDP（名目） 
44,190 ドル 

514 万 2832 円 

消費者物価上昇率 3.2％ 

失業率  

（季節調整値・失業保険申請者ベース） 
4.6％ 

経常収支（国際収支ベース） 
8114 億 7700 万ドル 

94 兆 4397 億円 

貿易収支（国際収支ベース） 
7585 億 2200 万ドル 

88 兆 2768 億円 

財政赤字対 GDP 比 2.3％ 

輸出額 
1 兆 366 億 3400 万ドル 

120 兆 6395 億円 

輸入額 
1 兆 8539 億 3800 万ドル 

215 兆 7569 億円 

直接投資受入額 
994 億 4300 万ドル 

11 兆 5728 億円 

                                                 
105 データソース： JETROホームページ／米国基礎データ（2006 年のデータ） 
     日本円は 2006 年為替平均：1 ドル=116.38 円で計算 
106 連邦政府が規定している公用語は無いが、事実上の国語は英語であり、またスペイン語も英語に次い

で多く話されている。 
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日本との関係 

対日輸出額 
596 億 1270 万ドル 

6 兆 9363 億円 

対日輸入額 
1481 億 8030 万ドル 

17 兆 2452 億円 

対日直接投資額 140 億円 

日本企業の対米投資額 1 兆 834 億円 

日系製造業企業の進出工場数 2,037 箇所 

留学生（日本→米国）107 46,810 人（2001 年） 

留学生（米国→日本）107 1,310 人（2003 年） 

 

 

                                                 
107 「我が国の留学生制度の概要（平成 16 年度）」文部科学省高等教育局学生支援課 
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表 3-2 米国の基本データ（科学技術関連）108

研究者数 

（FTE109） 
139 万 4682 人 

人口 1 万人当たりの研究者数 45.99 人 

研究費総額 

（購買力平価換算） 

3437.48 億ドル 

40 兆 54 億円 

研究費の対 GDP 比 2.61% 

政府出資研究開発費 

（購買力平価換算） 

1017.18 億ドル 

11 兆 7216 億円 

政府負担比率 

（購買力平価換算） 
29.3% 

政府機関研究開発支出 

（購買力平価換算） 

381.56 億ドル 

4 兆 4406 億円 

高等教育機関研究開発支出 

（購買力平価換算） 

491.56 億ドル 

5 兆 7208 億円 

 
米国の研究開発予算は世界で一番多く、日本の約 2.5 倍、EU-27110の総額と比べても約

1.4 倍を有する。またGDP（国内総生産）に占める研究開発費の割合はOECD加盟国の中

では 7 位であり日本や韓国を下回るものの、ドイツ、フランス、カナダ、イギリスなどを

上回り、主要な国家の中では高い水準、つまり重点的に研究開発に投資を行っている国家

であると言える。 
 
次に、研究開発予算に占める政府負担比率は 29％（OECD平均 30％）、政府機関によ

る支出比率は12％（OECD平均12％）と、政府による研究開発事業への関与度合いはOECD
諸国の中では非常に平均的である。 

 
尚、米国特有のFFRDC111に使用される研究開発支出は、政府機関研究開発支出に含ま

れている。 

                                                 
108 データソース：OECD / Main Science and Technology Indicators 2007（2006 年のデータ） 
    日本円は 2006 年為替平均：1 ドル=116.38 円で計算 
109 FTE（Full Time Equivalent）： 常勤換算を意味し、半日勤務者は 0.5 人となる。 
110 EU‐27： オーストリア、ベルギー、ブルガリア、キプロス、チェコ、デンマーク、エストニア、フ

ィンランド、フランス、ドイツ、ギリシア、ハンガリー、アイルランド、イタリア、ラトビア、リトア

ニア、ルクセンブルグ、マルタ、オランダ、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、スロバキア、スロ

ベニア、スペイン、スウェーデン、イギリス 
111 FFRDC (Federally Funded Research and Development Center) 連邦出資研究開発センター： 特別

の研究開発目的に対応するために、あるいは大学に大きな研究設備を供給するために、実質的に連邦政

府によって投資および支援される研究開発組織である。各センターは、企業、大学あるいは非営利機関

のいずれかによって運営されている。例として、FermilabやBerkeleylabなど 2006 年時点で全 38 箇所

ある。 
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3.2 科学技術指標 
 
3.2.1  科学技術データ 

表 3-3 科学技術データの米・欧・日比較 

 

米
国

 

E
U

-
2
7
 

日
本

 

（
単

位
）
 

GDP112 109,080 112,749 35,407 億ドル113

GERD：総研究開発費112 2,897 2,119 1,133 億ドル113

政府出資研究開発費112 869 756 204 億ドル113

政府機関研究開発支出112 356 290 105 億ドル113

高等教育機関研究開発支出112 406 475 155 億ドル113

人口112 29,111 48,792 12,772 万人 

労働者数112 14,008
21,108114

(19,784)
6,354 万人 

研究者数（FTE）112 1,390,301 1,206,865 675,330 人 

高等教育機関研究者数112 186,027** 437,754 172,396 人 

S&E博士号取得者115 26,891 40,776* 7,581 人 

文献数116（10 年間合計） 273.3 374.9 74.6 万件 

被引用数116（10 年間合計） 3,567.8 3,725.8 605.2 万件 

IMD順位117（2007年） 
1

(100.0)

27118

(67.1)

24 

(72.4) 

位 （ 括 弧 内

はスコア） 

（無印）2003 年、（*） 2002 年、（**）1999 年 

                                                 
112 データソース： OECD / Main Science and Technology Indicators 2007 
113 購買力平価換算値 
114 2003 年の推定値であり、括弧内はブルガリア、キプロス、エストニア、ラトビア、リトアニア、マル

タ、ルーマニア、スロベニアを除く 2003 年の確定値 
115 データソース： NSF / Science and Engineering Indicators 2006 
116 データソース： ISI Essential Science Indicators 
117 データソース： IMD World Competitiveness 2007 Year book 
118 The World Competitiveness ScoreのEU-27 加盟国での平均値から順位を決定 

 
83 



 
米国科学技術・イノベーション動向報告 

 
 

米
国

 

E
U

-
2
7
 

日
本

 

（
単

位
）
 

ノーベル賞受賞者119

（自然科学系合計） 
222 231 9 人 

ノーベル賞受賞者119

（物理学） 
79 77 4 人 

ノーベル賞受賞者119

（化学） 
55 76 4 人 

ノーベル賞受賞者119

（生理学・医学） 
88 78 1 人 

              

                                                 
119 データソース： ノーベル財団・Nobel Laureates 2006 年までの合計数 
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日本を 1 とする 
 

図 3-1 科学技術関連データの比較（2003 年度データ） 

 
 主要国の科学技術関連の一般指標である“GDP”、“GERD（総研究開発費）”、“政

府出資研究開発費”、“政府機関研究開発支出”、“高等教育機関研究開発支出”、“人

口”、“労働者数”、“研究者数（FTE120）”の比較を図 3-1に示す。 
  
 全ての項目において米国は日本の 2 倍以上の規模を有し、特に政府出資研究開発費は日

本の 4 倍以上を有する。本項目に関して米国と比較が可能な単一国家は無く、EU-27 が同

程度である。米国とEU-27 を比較すると、米国の方が人口や労働者数は少ないがGDPはほ

ぼ互角であり、そしてGERD（総研究開発費）や政府出資研究開発費は勝っている。よっ

て、米国の方が研究開発活動の資金面で優位であると言える。 

                                                 
120 FTE（Full Time Equivalent）： 人数の数え方であり、例えば半日の勤務契約の研究者は0.5人と換

算される。 
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3.2.2 科学技術指標 

 

0
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4
被引用数/研究者数

被引用数
/政府・高等教育機関研究費

S&E博士養成数
/高等教育機関研究費

S&E博士養成数
/人口

政府出資研究開発費/GDP

政府出資研究開発費
/研究開発費

研究者数
/労働人口

科学技術文献数
/研究者数

米国
EU-27
日本

日本を 1 とする 
図 3-2 科学技術指標の比較（2003 年度データ） 

 
“被引用数／研究者数”、“被引用数／政府・高等教育機関研究費”、“S&E博士養成

数／高等教育機関研究費”、“S&E博士養成数／人口”、“政府出資研究開発費／GDP”、
“政府出資研究開発費／研究開発費”、“研究者数／労働人口”、“科学技術文献数／研

究者数”の比較を図 3-2に示す。 
 
米国の労働人口当りの研究者数は日本と同程度であるが、EU-27 と比べれば多い。米国

の他の項目は全て日本を上回るものの、EU-27 と比べると同程度、若しくは研究者当りの

科学技術文献数や被引用数、および高等教育機関研究費当りのS＆E博士養成数はEU-27
を下回り、生産される文献を指標とした米国の研究者の研究活動や、投資金額を指標とし

た米国の大学での博士養成効率はEU-27 に劣ると言える。 
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 本章では科学技術研究を 22 分野に区分し、それぞれの分野の文献数および 1 文献あた

りの被引用率について比較・分析する。分野区分は以下の通り。 
 
農業科学：  AGRICULTURAL SCIENCES 
生物学・生物化学： BIOLOGY & BIOCHEMISTRY 
化学：   CHEMISTRY 
臨床医学：  CLINICAL MEDICINE 
計算機科学：  COMPUTER SCIENCE 
経済学・経営学： ECONOMICS & BUSINESS 
工学：   ENGINEERING 
環境・生態学：  ENVIRONMENT & ECOLOGY 
地球科学：  GEOSCIENCES 
免疫学：  IMMUNOLOGY 
材料科学：  MATERIALS SCIENCE 
数学：   MATHEMATICS 
微生物学：  MICROBIOLOGY 
分子生物学・遺伝学： MOLECULAR BIOLOGY & GENETICS 
学際領域：  MULTIDISCIPLINARY 
神経科学・行動学： NEUROSCIENCE & BEHAVIOR 
薬学・毒物学：  PHARMACOLOGY & TOXICOLOGY 
物理：   PHYSICS 
植物・畜産学：  PLANT & ANIMAL SCIENCE 
精神医学・心理学： PSYCHIATRY/PSYCHOLOGY 
社会科学・一般： SOCIAL SCIENCES & GENERAL 
宇宙科学：  SPACE SCIENCE 
全分野：  ALL FIELDS 
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3.2.3 分野別文献数の比較 

 
米国、日本、フランス、ドイツ、イギリスの分野別文献数（1998 年～2007 年の 10 年

間の合計）の傾向および分析を示す。 
 

表 3-4 22 分野別文献数121

 

米
国

 

日
本

 

フ
ラ

ン
ス

 

ド
イ

ツ
 

イ
ギ

リ
ス

 

農業科学 38,051 10,974 7,855 10,016 10,164

生物学・生化学 192,860 59,072 33,408 41,921 48,418

化学 208,802 111,741 61,636 91,507 65,546

臨床医学 647,044 154,328 102,686 158,112 186,016

計算機科学 66,969 14,003 13,607 18,222 17,977

経済学・経営学 60,250 2,195 4,362 5,370 18,023

工学 183,697 61,923 33,180 41,914 51,597

環境・生態学 73,923 7,998 9,678 12,535 20,659

地球科学 78,438 13,764 19,977 21,059 27,050

免疫学 50,856 9,862 8,061 9,573 12,556

材料科学 66,850 48,373 20,238 31,166 22,936

数学 61,023 11,524 21,023 17,385 13,105

微生物学 48,697 12,639 10,983 13,870 15,421

分子生物学・遺伝学 111,672 23,906 17,463 24,101 27,199

学際領域 5,043 477 759 655 1,313

神経科学・行動学 113,865 24,528 16,051 25,431 26,430

薬学・毒物学 45,530 19,158 7,933 11,421 12,536

物理 201,062 109,663 69,599 97,526 61,205

植物・畜産学 141,890 35,368 25,050 33,659 41,506

精神医学・心理学 110,040 3,799 4,890 14,075 25,614

社会科学・一般 175,577 2,845 5,015 9,752 45,585

宇宙科学 50,677 7,880 12,591 15,611 17,498

全分野 2,732,816 746,020 506,045 704,881 768,354

                                                 
121 データソース：ISI Essential Science Indicators（1998 年～2007 年） 
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図 3-3 22 分野別文献数122

 
  米国の文献数は全分野で日本、フランス、ドイツ、イギリスを上回っている。文献数が

多い分野は臨床医学（65 万件／10 年間）、化学（21 万件／10 年間）、物理学（20 万件

／10 年間）であるが、日本と文献数を比較した場合に特に際立っている分野は日本の 62
倍の文献数を発行している社会科学であり、米国同様に当分野で際立っているイギリス（世

界 2 位）でも日本の 16 倍に過ぎない。また、精神医学・心理学の文献数は日本の 29 倍（世

界 2 位のイギリスは日本の 7 倍）、経済学・経営学は日本の 28 倍（世界 2 位のイギリス

は日本の 8 倍）である。その他、学際領域（日本の 11 倍）、環境・生態学（日本の 9 倍）、

宇宙科学（日本の 6 倍）、地球科学（日本の 6 倍）、数学（日本の 5 倍）、免疫学（日本

の 5 倍）、計算機科学（日本の 5 倍）でも日本との差が大きい。 
 上記から、米国は日本と比較すると社会科学、経済学、経営学、精神医学、心理学で特

に多くの文献が発行されていることが分かり、サービス科学123、金融、精神病研究への需

要が高いことが背景にあると思われる。 

                                                 
122 データソース：ISI Essential Science Indicators（1998 年～2007 年） 
123 コンピュータ科学、事業研究、産業工学、ビジネス戦略、経営科学、社会科学、法学を統合した新興

学問分野であり、組織が行う顧客および株主に対する価値の創出活動に関する新手法の構築を目的とし

ている。 
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3.2.4 分野別被引用率の比較 

 
米国、日本、フランス、ドイツ、イギリスの分野別被引用率（1998 年～2007 年の 10

年間の合計）の傾向および分析を示す。 
 

表 3-5 22 分野別被引用率124

 

米
国

 

日
本

 

フ
ラ

ン
ス

 

ド
イ

ツ
 

イ
ギ

リ
ス

 

農業科学 7.02 3.82 6.87 4.93 8.25 

生物学・生化学 21.37 12.56 14.44 17.26 18.50 

化学 13.72 8.54 9.43 10.07 10.84 

臨床医学 14.72 8.74 10.65 10.27 12.99 

計算機科学 4.30 1.98 2.69 2.44 3.17 

経済学・経営学 6.52 2.23 3.96 2.87 4.49 

工学 4.63 3.01 4.18 4.27 3.89 

環境・生態学 10.44 6.19 8.86 9.22 11.32 

地球科学 11.14 6.77 9.36 9.98 10.10 

免疫学 24.16 18.97 20.06 20.54 19.65 

材料科学 7.81 4.83 5.70 5.44 6.03 

数学 3.69 2.08 3.07 3.14 3.67 

微生物学 19.32 10.28 15.75 15.84 17.06 

分子生物学・遺伝学 31.65 20.14 24.47 25.82 30.04 

学際領域 9.49 11.31 5.83 6.63 5.23 

神経科学・行動学 21.44 12.21 16.09 17.00 20.27 

薬学・毒物学 13.04 7.58 10.78 10.25 13.93 

物理 11.55 7.11 8.47 9.73 9.75 

植物・畜産学 8.02 5.83 7.58 7.48 9.66 

精神医学・心理学 10.07 4.36 7.03 6.56 9.70 

社会科学・一般 4.50 2.59 2.68 2.24 3.86 

宇宙科学 16.37 10.93 12.12 14.82 15.89 

全分野 13.06 8.11 9.77 10.28 11.56 

                                                 
124 データソース：ISI Essential Science Indicators（1998 年～2007 年） 
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図 3-4 分野別被引用率125

 
 米国の被引用率は全分野で高い水準にあるが、特に被引用率が高い分野は経済学・経営

学（日本の 2.9 倍）、精神医学・心理学（日本の 2.3 倍）、計算機科学（日本の 2.2 倍）

である。 
一方で、農業科学、植物・畜産学、環境・生態学、薬学・毒物学に関しては、イギリス

の方が米国よりも高い被引用率を有している。また、学際領域に関しては日本の方が米国

よりも高い被引用率を有している。 
上記から、米国は日本と比較すると経済学、経営学、精神医学、心理学、計算機科学の

文献の質が特に高いことが分かり、前項の文献数においても上記分野の文献数は他国を圧

倒していることから、当分野の研究において米国は特に世界を圧倒していると言える。こ

れは前項同様にサービス科学、金融、精神病研究の需要が高いことと、米国がコンピュー

タのハードウエアならびにソフトウェアの双方において世界をリードしているためである

と思われる。 
しかしながら、先進的な研究成果の発表が企業活動や軍事機密に支障を齎す場合は発表

されないケースもあり、被引用率のみで科学技術水準を評価することは難しい。 

                                                 
125 データソース：ISI Essential Science Indicators（1998 年～2007 年） 
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3.2.5 主要国における米国の分野別文献数および被引用率の順位 

農業科学
生物学・生化学

化学

臨床医学

計算機科学

経済学・経営学

工学

環境・生態学
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数学微生物学

分子生物学・遺伝学
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薬学・毒物学
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植物・畜産学

精神医学・心理学
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3 

5 

7 

文献数
被引用率

図 3-5 主要国における米国の分野別文献数および被引用率の順位126

 
 EU27 ヶ国、アイスランド、ノルウェー、スイス、トルコ、ロシア、オーストラリア、

カナダ、インド、米国、中国、韓国、日本の主要国（39 ヶ国）における、米国の科学技術

文献数および被引用率の順位を図 3-5に示す。米国の科学技術文献数は、全分野で 1 位で

ある。一方で被引用率、つまり文献の質は全分野が高い順位ではあるものの、一部の分野

では他国に劣っている。特に劣っている分野は 10 位の農業科学（1 位アイスランド、2 位

フィンランド、3 位オランダ）、7 位の環境・生態学（1 位スイス、2 位デンマーク、3 位

スウェーデン）、7 位の学際領域（1 位キプロス、2 位スイス、3 位アイスランド）、6 位

の工学（1 位デンマーク、2 位スイス、3 位ベルギー）、6 位の植物・畜産学（1 位イギリ

ス、2 位オランダ、3 位スイス）、6 位の宇宙科学（1 位ハンガリー、2 位カナダ、3 位オ

ーストラリア）である。文献数では米国が 1 位であるために被引用率の順位が米国の任意

分野の科学技術水準に直結する訳ではないが、世界屈指の農業国かつ工業国である米国の

農業科学、植物・畜産学、工学の順位が低い点、およびNASAを有する米国の宇宙科学の

順位が低い点は注目に値する。また、米国の被引用率が 1 位の分野は、化学、計算機科学、

経済学・経営学、材料科学、微生物学、神経科学・行動学、社会科学・一般である。 

                                                 
126 データソース：ISI Essential Science Indicators（1998 年～2007 年） 
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3.3 科学技術分野毎の米国大学＆研究所ランキング 
 
 大学および研究所を科学技術分野毎に、文献の被引用数を指標として米国内および世界

で順位化した結果を示す。（■：政府機関 ■：民間組織 ■：州立大学 ■：私立大学） 
● 農業科学 
州立大学により占められている。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 農務省 USDA  1 

2 カリフォルニア大学デービス校 UNIV CALIF DAVIS  5 

3 コーネル大学 CORNELL UNIV  6 

4 ウィスコンシン大学 UNIV WISCONSIN  8 

5 ジョージア大学 UNIV GEORGIA  10 

6 アイオワ州立大学 IOWA STATE UNIV  11 

7 イリノイ大学 UNIV ILLINOIS  12 

8 ミネソタ大学 UNIV MINNESOTA  14 

9 ネブラスカ大学 UNIV NEBRASKA  17 

10 フロリダ大学 UNIV FLORIDA  18 

11 ミシガン州立大学 MICHIGAN STATE UNIV  19 

12 ペンシルバニア州立大学 PENN STATE UNIV  20 

13 オハイオ州立大学 OHIO STATE UNIV  21 

14 テキサス A&M（農工）大学 TEXAS A&M UNIV  23 

15 ノースカロライナ州立大学 N CAROLINA STATE UNIV  24 

● 生物学・生化学 
州立・私立大学が半々である。 
国内

順位 機関名（和名） 機関名（英名） 世界

順位

1 ハーバード大学 HARVARD UNIV  1 

2 テキサス大学 UNIV TEXAS  2 

3 カリフォルニア大学サンフランシスコ校 UNIV CALIF SAN FRANCISCO  4 

4 カリフォルニア大学サンディエゴ校 UNIV CALIF SAN DIEGO  6 

5 ジョンズ・ホプキンス大学 JOHNS HOPKINS UNIV  7 

6 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  8 

7 ペンシルバニア大学 UNIV PENN  9 

8 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  10 

9 イェール大学 YALE UNIV  11 

10 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  12 

11 ワシントン大学（セントルイス） WASHINGTON UNIV  13 

12 国立がん研究所 NCI  14 

13 デューク大学 DUKE UNIV  15 

14 ミシガン大学 UNIV MICHIGAN  16 

15 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  17 
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（■：政府機関  ■：民間組織 ■：州立大学 ■：私立大学） 

● 化学 
他の分野に比べて世界順位が低い。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  3 

2 マサチューセッツ工科大学 MIT  6 

3 ハーバード大学 HARVARD UNIV  9 

4 イリノイ大学 UNIV ILLINOIS  12 

5 テキサス大学 UNIV TEXAS  14 

6 ノースウェスタン大学 NORTHWESTERN UNIV  15 

7 スクリップス研究所 SCRIPPS RES INST  16 

8 カリフォルニア工科大学 CALTECH  19 

9 ミネソタ大学 UNIV MINNESOTA  23 

10 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  25 

11 ウィスコンシン大学 UNIV WISCONSIN  26 

12 イェール大学 YALE UNIV  30 

13 テキサス A&M（農工）大学 TEXAS A&M UNIV  31 

14 カリフォルニア大学サンタバーバラ校 UNIV CALIF SANTA BARBARA  37 

15 ノースカロライナ大学 UNIV N CAROLINA  39 

 
● 臨床医学 
私立病院や政府機関も夫々2 箇所含まれる。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 ハーバード大学 HARVARD UNIV  1 

2 テキサス大学 UNIV TEXAS  2 

3 ジョンズ・ホプキンス大学 JOHNS HOPKINS UNIV  3 

4 カリフォルニア大学サンフランシスコ校 UNIV CALIF SAN FRANCISCO  4 

5 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  5 

6 国立がん研究所 NCI  6 

7 メイヨー・クリニック MAYO CLIN & MAYO FDN  7 

8 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  8 

9 ブリガム・女性病院 BRIGHAM & WOMENS HOSP  9 

10 ミシガン大学 UNIV MICHIGAN  10 

11 ペンシルバニア大学 UNIV PENN  11 

12 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  13 

13 ピッツバーグ大学127 UNIV PITTSBURGH  14 

14 デューク大学 DUKE UNIV  15 

15 退役軍人省医療センター VET ADM MED CTR  16 

                                                 
127 1787 年に私立大学として設立され、現在も私立大学ではあるが、1966 年以降は州政府との半官半民

的制度をとっている。 
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（■：政府機関  ■：民間組織 ■：州立大学 ■：私立大学） 

● 計算機科学 
企業がリードしている。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 AT&T 社 AT&T  1 

2 IBM 社 IBM CORP  2 

3 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  3 

4 マサチューセッツ工科大学 MIT  4 

5 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  5 

6 テキサス大学 UNIV TEXAS  6 

7 イリノイ大学 UNIV ILLINOIS  7 

8 カリフォルニア大学サンディエゴ校 UNIV CALIF SAN DIEGO  8 

9 カーネギーメロン大学 CARNEGIE MELLON UNIV  9 

10 ペンシルバニア州立大学 PENN STATE UNIV  10 

11 アリゾナ州立大学 ARIZONA STATE UNIV  12 

12 メリーランド大学 UNIV MARYLAND  14 

13 ジョージア工科大学 GEORGIA INST TECHNOL  15 

14 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  17 

15 ミネソタ大学 UNIV MINNESOTA  18 

 
● 経済学・経営学 
私立大学が優勢である。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 全米経済研究所 NATL BUR ECON RES  1 

2 ハーバード大学 HARVARD UNIV  2 

3 ペンシルバニア大学 UNIV PENN  3 

4 シカゴ大学 UNIV CHICAGO  4 

5 マサチューセッツ工科大学 MIT  5 

6 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  6 

7 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  7 

8 コロンビア大学 COLUMBIA UNIV  8 

9 ミシガン大学 UNIV MICHIGAN  9 

10 ノースウェスタン大学 NORTHWESTERN UNIV  10 

11 ニューヨーク大学 NEW YORK UNIV  11 

12 テキサス大学 UNIV TEXAS  12 

13 メリーランド大学 UNIV MARYLAND  13 

14 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  14 

15 ウィスコンシン大学 UNIV WISCONSIN  16 
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（■：政府機関  ■：民間組織 ■：州立大学 ■：私立大学） 

● 工学 
MIT、NASA、IBM など、各セクターの有名組織が上位ランクにある。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 マサチューセッツ工科大学 MIT  1 

2 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  2 

3 イリノイ大学 UNIV ILLINOIS  3 

4 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  4 

5 ミシガン大学 UNIV MICHIGAN  5 

6 テキサス大学 UNIV TEXAS  6 

7 航空宇宙局 NASA  7 

8 ジョージア工科大学 GEORGIA INST TECHNOL  8 

9 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  9 

10 カリフォルニア工科大学 CALTECH  10 

11 パデュー大学 PURDUE UNIV  11 

12 IBM 社 IBM CORP  16 

13 ペンシルバニア州立大学 PENN STATE UNIV  17 

14 ウィスコンシン大学 UNIV WISCONSIN  21 

15 カリフォルニア大学サンディエゴ校 UNIV CALIF SAN DIEGO  23 

 
● 環境・生態学 
政府機関が先導している。また、比較的州立大学が優勢である。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 農務省 USDA  1 

2 米国地質調査所 US GEOL SURVEY  2 

3 環境保護庁 US EPA  3 

4 カリフォルニア大学デービス校 UNIV CALIF DAVIS  4 

5 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  6 

6 ミネソタ大学 UNIV MINNESOTA  7 

7 ウィスコンシン大学 UNIV WISCONSIN  8 

8 オレゴン州立大学 OREGON STATE UNIV  10 

9 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  11 

10 コーネル大学 CORNELL UNIV  13 

11 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  15 

12 コロラド州立大学 COLORADO STATE UNIV  16 

13 農務省森林局 US FOREST SERV  17 

14 メリーランド大学 UNIV MARYLAND  18 

15 デューク大学 DUKE UNIV  19 
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米国科学技術・イノベーション動向報告 

 
（■：政府機関  ■：民間組織 ■：州立大学 ■：私立大学） 

● 地球科学 
政府機関が先導している。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 航空宇宙局 NASA  1 

2 海洋大気局 NOAA  2 

3 アメリカ大気研究センター NATL CTR ATMOSPHER RES  3 

4 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  4 

5 コロラド大学 UNIV COLORADO  5 

6 米国地質研究所 US GEOL SURVEY  7 

7 コロンビア大学 COLUMBIA UNIV  8 

8 カリフォルニア大学サンディエゴ校 UNIV CALIF SAN DIEGO  9 

9 ウッズホール海洋研究所128 WOODS HOLE OCEANOG INST  10 

10 カリフォルニア工科大学 CALTECH  12 

11 マサチューセッツ工科大学 MIT  13 

12 ハーバード大学 HARVARD UNIV  16 

13 アリゾナ大学 UNIV ARIZONA  17 

14 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  20 

15 メリーランド大学 UNIV MARYLAND  22 

 
● 免疫学 
全セクターが上位ランクにあり、臨床医学ランキングと同じ機関が多い。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 ハーバード大学 HARVARD UNIV  1 

2 国立アレルギー感染症研究所 NIAID  2 

3 国立がん研究所 NCI  3 

4 イェール大学 YALE UNIV  4 

5 テキサス大学 UNIV TEXAS  5 

6 カリフォルニア大学サンフランシスコ校 UNIV CALIF SAN FRANCISCO  6 

7 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  7 

8 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  8 

9 ジョンズ・ホプキンス大学 JOHNS HOPKINS UNIV  9 

10 ワシントン大学（セントルイス） WASHINGTON UNIV  11 

11 ペンシルバニア大学 UNIV PENN  13 

12 
DNAX 研究所 

DNAX RES INST MOLEC & 

CELLULAR BIOL INC  
14 

13 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  15 

14 疾病対策予防センター CTR DIS CONTROL & PREVENT  16 

15 スクリップス研究所 SCRIPPS RES INST  18 

                                                 
128 民間のNPO組織 
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米国科学技術・イノベーション動向報告 

 
（■：政府機関  ■：民間組織 ■：州立大学 ■：私立大学） 

● 材料科学 
他の分野に比べて世界順位が低い。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 マサチューセッツ工科大学 MIT  4 

2 ペンシルバニア州立大学 PENN STATE UNIV  7 

3 カリフォルニア大学サンタバーバラ校 UNIV CALIF SANTA BARBARA  8 

4 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  10 

5 テキサス大学 UNIV TEXAS  20 

6 ハーバード大学 HARVARD UNIV  21 

7 オークリッジ国立研究所 OAK RIDGE NATL LAB  22 

8 国立標準技術研究所 NATL INST STAND & TECHNOL  23 

9 ノースウェスタン大学 NORTHWESTERN UNIV  24 

10 イリノイ大学 UNIV ILLINOIS  26 

11 サンディア国立研究所 SANDIA NATL LAB  27 

12 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  30 

13 ミシガン大学 UNIV MICHIGAN  33 

14 IBM 社 IBM CORP  35 

15 ミネソタ大学 UNIV MINNESOTA  38 

 
● 数学 
州立・私立大学が半々であり、大学以外の組織は入っていない。 
国内

順位 機関名（和名） 機関名（英名） 世界

順位

1 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  1 

2 ハーバード大学 HARVARD UNIV  3 

3 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  4 

4 ミネソタ大学 UNIV MINNESOTA  5 

5 ミシガン大学 UNIV MICHIGAN  6 

6 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  7 

7 ウィスコンシン大学 UNIV WISCONSIN  8 

8 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  10 

9 ラトガーズ州立大学 RUTGERS STATE UNIV  11 

10 マサチューセッツ工科大学 MIT  12 

11 コーネル大学 CORNELL UNIV  13 

12 テキサス大学 UNIV TEXAS  14 

13 イリノイ大学 UNIV ILLINOIS  15 

14 プリンストン大学 PRINCETON UNIV  17 

15 ニューヨーク大学 NEW YORK UNIV  18 
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米国科学技術・イノベーション動向報告 

 
（■：政府機関  ■：民間組織 ■：州立大学 ■：私立大学） 

● 微生物学 
政府機関が健闘している。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 ハーバード大学 HARVARD UNIV  1 

2 国立アレルギー感染症研究所 NIAID  3 

3 ウィスコンシン大学 UNIV WISCONSIN  4 

4 テキサス大学 UNIV TEXAS  5 

5 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  7 

6 農務省 USDA  9 

7 ペンシルバニア大学 UNIV PENN  10 

8 ジョンズ・ホプキンス大学 JOHNS HOPKINS UNIV  11 

9 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  12 

10 ワシントン大学（セントルイス） WASHINGTON UNIV  13 

11 疾病対策予防センター CTR DIS CONTROL & PREVENT  14 

12 国立がん研究所 NCI  15 

13 コーネル大学 CORNELL UNIV  17 

14 アイオワ大学 UNIV IOWA  21 

15 メリーランド大学 UNIV MARYLAND  22 

 
● 分子生物学・遺伝学 
私立大学が優勢である。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 ハーバード大学 HARVARD UNIV  1 

2 テキサス大学 UNIV TEXAS  2 

3 カリフォルニア大学サンフランシスコ校 UNIV CALIF SAN FRANCISCO  4 

4 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  5 

5 マサチューセッツ工科大学 MIT  6 

6 ジョンズ・ホプキンス大学 JOHNS HOPKINS UNIV  7 

7 カリフォルニア大学サンディエゴ校 UNIV CALIF SAN DIEGO  8 

8 イェール大学 YALE UNIV  9 

9 国立がん研究所 NCI  10 

10 ペンシルバニア大学 UNIV PENN  11 

11 ベイラー大学 BAYLOR COLL MED  12 

12 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  13 

13 ワシントン大学（セントルイス） WASHINGTON UNIV  14 

14 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  15 

15 コロンビア大学 COLUMBIA UNIV  16 
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米国科学技術・イノベーション動向報告 

 
（■：政府機関  ■：民間組織 ■：州立大学 ■：私立大学） 

● 学際領域 
私立・州立大学が半々である。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 ハーバード大学 HARVARD UNIV  1 

2 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  2 

3 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  3 

4 テキサス大学 UNIV TEXAS  4 

5 カリフォルニア大学サンディエゴ校 UNIV CALIF SAN DIEGO  9 

6 ジョンズ・ホプキンス大学 JOHNS HOPKINS UNIV  10 

7 マサチューセッツ工科大学 MIT  11 

8 ロックフェラー大学 ROCKEFELLER UNIV  12 

9 スクリップス研究所 SCRIPPS RES INST  13 

10 カリフォルニア大学サンフランシスコ校 UNIV CALIF SAN FRANCISCO  14 

11 イェール大学 YALE UNIV  15 

12 カリフォルニア工科大学 CALTECH  17 

13 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  18 

14 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  19 

15 コーネル大学 CORNELL UNIV  20 

 
● 神経科学・行動学 
臨床医学ランキングと同じ機関が多い。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 ハーバード大学 HARVARD UNIV  1 

2 ジョンズ・ホプキンス大学 JOHNS HOPKINS UNIV  2 

3 カリフォルニア大学サンフランシスコ校 UNIV CALIF SAN FRANCISCO  3 

4 イェール大学 YALE UNIV  4 

5 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  6 

6 テキサス大学 UNIV TEXAS  7 

7 カリフォルニア大学サンディエゴ校 UNIV CALIF SAN DIEGO  8 

8 コロンビア大学 COLUMBIA UNIV  9 

9 ワシントン大学（セントルイス） WASHINGTON UNIV  10 

10  マサチューセッツ総合病院 MASSACHUSETTS GEN HOSP  12 

11 ペンシルバニア大学 UNIV PENN  13 

12 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  14 

13 ピッツバーグ大学129 UNIV PITTSBURGH  16 

14 退役軍人省医療センター VET ADM MED CTR  17 

15 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  18 

                                                 
129 1787 年に私立大学として設立され、現在も私立大学ではあるが、1966 年以降は州政府との半官半民

的制度をとっている。 
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米国科学技術・イノベーション動向報告 

 
（■：政府機関  ■：民間組織 ■：州立大学 ■：私立大学） 

● 薬学・毒物学 
製薬会社が健闘している。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 テキサス大学 UNIV TEXAS  1 

2 メルク社 MERCK & CO INC  2 

3 ノースカロライナ大学 UNIV N CAROLINA  3 

4 国立がん研究所 NCI  4 

5 バンデルビルト大学 VANDERBILT UNIV  5 

6 環境保護庁 US EPA  6 

7 国立環境健康科学研究所 NIEHS  8 

8 カリフォルニア大学サンフランシスコ校 UNIV CALIF SAN FRANCISCO  10 

9 ミシガン大学 UNIV MICHIGAN  12 

10 ハーバード大学 HARVARD UNIV  13 

11 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  14 

12 イーライリリー社 ELI LILLY & CO  16 

13 ファイザー社 PFIZER INC  18 

14 カリフォルニア大学サンディエゴ校 UNIV CALIF SAN DIEGO  19 

15 ジョンズ・ホプキンス大学 JOHNS HOPKINS UNIV  20 

 
● 物理学 
大学以外では、DOE 傘下の核・高エネルギー関係の国立研究所が上位にある。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 マサチューセッツ工科大学 MIT  3 

2 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  6 

3 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  7 

4 ロスアラモス国立研究所 LOS ALAMOS NATL LAB  11 

5 プリンストン大学 PRINCETON UNIV  13 

6 カリフォルニア大学サンタバーバラ校 UNIV CALIF SANTA BARBARA  15 

7 イリノイ大学 UNIV ILLINOIS  17 

8 ハーバード大学 HARVARD UNIV  18 

9 アルゴンヌ国立研究所 ARGONNE NATL LAB  19 

10 カリフォルニア工科大学 CALTECH  20 

11 ブルックヘブン国立研究所 BROOKHAVEN NATL LAB  21 

12 メリーランド大学 UNIV MARYLAND  23 

13 カリフォルニア大学サンディエゴ校 UNIV CALIF SAN DIEGO  27 

14 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  28 

15 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  31 
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米国科学技術・イノベーション動向報告 

 
（■：政府機関  ■：民間組織 ■：州立大学 ■：私立大学） 

● 植物・畜産学 
農業科学と同じ機関が上位ランクに多い。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 農務省 USDA  1 

2 カリフォルニア大学デービス校 UNIV CALIF DAVIS  3 

3 コーネル大学 CORNELL UNIV  4 

4 ウィスコンシン大学 UNIV WISCONSIN  8 

5 フロリダ大学 UNIV FLORIDA  10 

6 ジョージア大学 UNIV GEORGIA  11 

7 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  13 

8 ミシガン州立大学 MICHIGAN STATE UNIV  14 

9 ノースカロライナ州立大学 N CAROLINA STATE UNIV  15 

10 テキサス A&M（農工）大学 TEXAS A&M UNIV  17 

11 ミネソタ大学 UNIV MINNESOTA  18 

12 イリノイ大学 UNIV ILLINOIS  19 

13 オレゴン州立大学 OREGON STATE UNIV  21 

14 ワシントン州立大学 WASHINGTON STATE UNIV  22 

15 オハイオ州立大学 OHIO STATE UNIV  23 

 
● 精神医学・心理学 
神経科学・行動学ランキングと同じ機関が多い。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 ハーバード大学 HARVARD UNIV  1 

2 コロンビア大学 COLUMBIA UNIV  2 

3 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  3 

4 イェール大学 YALE UNIV  4 

5 ピッツバーグ大学130 UNIV PITTSBURGH  5 

6 テキサス大学 UNIV TEXAS  6 

7 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  7 

8 ミシガン大学 UNIV MICHIGAN  8 

9 イリノイ大学 UNIV ILLINOIS  10 

10 カリフォルニア大学サンディエゴ校 UNIV CALIF SAN DIEGO  12 

11 デューク大学 DUKE UNIV  13 

12 ペンシルバニア大学 UNIV PENN  14 

13 国立精神健康研究所 NIMH  15 

14 ノースカロライナ大学 UNIV N CAROLINA  16 

15 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  17 

                                                 
130 1787 年に私立大学として設立され、現在も私立大学ではあるが、1966 年以降は州政府との半官半民

的制度をとっている。 
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米国科学技術・イノベーション動向報告 

 
（■：政府機関  ■：民間組織 ■：州立大学 ■：私立大学） 

● 社会科学・一般 
世界順位の上位ランキングを、全て米国の大学が占めている。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 ハーバード大学 HARVARD UNIV  1 

2 ミシガン大学 UNIV MICHIGAN  2 

3 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  3 

4 テキサス大学 UNIV TEXAS  4 

5 ノースカロライナ大学 UNIV N CAROLINA  5 

6 ウィスコンシン大学 UNIV WISCONSIN  6 

7 ワシントン大学（シアトル） UNIV WASHINGTON  7 

8 イリノイ大学 UNIV ILLINOIS  8 

9 コロンビア大学 COLUMBIA UNIV  9 

10 イェール大学 YALE UNIV  10 

11 シカゴ大学 UNIV CHICAGO  11 

12 ジョンズ・ホプキンス大学 JOHNS HOPKINS UNIV  12 

13 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  13 

14 スタンフォード大学 STANFORD UNIV  14 

15 ミネソタ大学 UNIV MINNESOTA  15 

● 宇宙科学 
世界 1 位は NASA ではなく、ドイツのマックス・プランク協会である。 
国内

順位 
機関名（和名） 機関名（英名） 

世界

順位

1 航空宇宙局 NASA  2 

2 カリフォルニア工科大学 CALTECH  3 

3 ハーバード・スミソニアン天体物理学セ

ンター131

HARVARD SMITHSONIAN CTR 

ASTROPHYS  
4 

4 カリフォルニア大学バークレー校 UNIV CALIF BERKELEY  5 

5 宇宙望遠鏡科学研究所 SPACE TELESCOPE SCI INST  6 

6 アリゾナ大学 UNIV ARIZONA  8 

7 ジョンズ・ホプキンス大学 JOHNS HOPKINS UNIV  9 

8 プリンストン大学 PRINCETON UNIV  10 

9 シカゴ大学 UNIV CHICAGO  12 

10 カリフォルニア大学サンタクルス校 UNIV CALIF SANTA CRUZ  13 

11 ハワイ大学 UNIV HAWAII  14 

12 ペンシルバニア州立大学 PENN STATE UNIV  18 

13 ワシントン・カーネギー研究所 CARNEGIE INST WASHINGTON  20 

14 カリフォルニア大学ロサンゼルス校 UNIV CALIF LOS ANGELES  21 

15 マサチューセッツ工科大学 MIT  22 

 

                                                 
 連邦政府機関と私立大学による共同運営であり、研究資金も夫々が出資している。 131
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